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－ － 減算

【通所介護費等の算定方法】　６　イ
　指定認知症対応型通所介護の月平均の利用者の数（指定認知症対応型通所介護事業者が指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の
指定を併せて受け，かつ，指定認知症対応型通所介護の事業と指定介護予防認知症対応型通所介護の事業とが同一の事業所において一体
的に運営されている場合にあっては，指定認知症対応型通所介護の利用者の数及び指定介護予防認知症対応型通所介護の利用者の数の
合計数）が次の表の上〔左〕欄に掲げる基準に該当する場合における認知症対応型通所介護費については，同表の下〔右〕欄に掲げるところに
より算定する。

⑥　大臣基準告示 「厚生労働大臣が定める基準」（平成27年３月23日厚生労働省告示第95号）

⑧　３％加算解釈通知
「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の評価に係る基本的な考え方並びに事務処理手
順及び様式例の提示について」（令和３年３月16日老認発0316第４号・老老発0316第３号）

加算・減算名 加算・減算 加算・減算適用要件

⑨　個別機能訓練加算等解釈通
知

「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３
年３月16日老認発0316第３号・老老発0316第２号）

70／100
【報酬告示】　別表３　注１
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所(指
定地域密着型サービス基準第42条第1項に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。)又は共用型指定認
知症対応型通所介護事業所(指定地域密着型サービス基準第45条第1項に規定する共用型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同
じ。)において、指定認知症対応型通所介護(指定地域密着型サービス基準第41条に規定する指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。)
を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介護
計画(指定地域密着型サービス基準第52条第1項に規定する認知症対応型通所介護計画をいう。以下同じ。)に位置付けられた内容の指定認
知症対応型通所介護を行うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職
員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。

定員超過利用減算

－

○　加算・減算によっては、以下において要件の詳細を規定しているものもあります。

④　通所介護費等の算定方法 「厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法」（平成12年２月10日厚生省告示第27号）

○　上記通知等のうち、令和３年度介護報酬改定により改正があった要件等については、厚生労働省ＨＰ（以下ＵＲＬ）に掲載しています。
　　令和３年度介護報酬改定について　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html

⑦　区分支給限度基準額外告示
「介護保険法施行規則第六十八条第三項及び第八十七条第三項に規定する厚生労働大臣が定めるところにより算定した費用の額」（平成12年２月10日
厚生省告示第38号）

⑤　利用者等告示 「厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等」（平成27年３月23日厚生労働省告示第94号）

６０３　認知症対応型通所介護費

【認知症対応型通所介護の加算・減算に関する要件　概要】

○　加算・減算に関する要件については、基本的に以下の３つにおいて規定しています。
　　 報酬告示は加算・減算の基本的要件を示すもの、留意事項通知・Ｑ＆Ａはこれを補足するものとして定められています。

　①　報酬告示 「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成18年３月14日厚生労働省告示第126号）

　②　留意事項通知
「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に
伴う実施上の留意事項について」（平成18年３月31日老計発第0331005号・老振発第0331005号・老老発0331018号）

　③　Ｑ＆Ａ

（適用要件一覧） 603　認知症対応型通所介護費(1/62)



実
施

体
制

加算・減算名 加算・減算 加算・減算適用要件

【通所介護費等の算定方法】　６　ロ
　単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の看護職員又は介護職員の員数が次の表の上〔左〕欄に掲げる員数の基準に該当する
場合における認知症対応型通所介護費（認知症対応型通所介護費（Ⅰ）に限る。）については，同表の下〔右〕欄に掲げるところにより算定す
る。

厚生労働大臣が定める看護職員又は介護職員の員数の基準

厚生労働大臣が定める利用者の数の基準 厚生労働大臣が定める認知症対応型通所介護費の算定方法

　指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の所定単位数
に100分の70を乗じて得た単位数を用いて，指定地域密着型サー
ビスに要する費用の額の算定に関する基準の例により算定す
る。

【留意事項通知】第２の１（６）
①　小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護について当該事業所の登録定員を上回る高齢者を登録させている場合，並
びに地域密着型通所介護，認知症対応型通所介護，認知症対応型共同生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護につい
て当該事業所又は施設の利用者等の定員を上回る利用者等を入所等させている場合（いわゆる定員超過利用の場合）においては，介護給付
費の減額を行うこととし，通所介護費等の算定方法において，定員超過利用の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところである
が，適正なサービスの提供を確保するための規定であり，定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。
② 　この場合の登録者，利用者又は入所者（以下「利用者等」という。）の数は，１月間（暦月）の利用者等の数の平均を用いる。この場合，１月
間の利用者等の数の平均は，当該月の全利用者等の延数を当該月の日数で除して得た数とする。この平均利用者数等の算定に当たっては，
小数点以下を切り上げるものとする。
③ 　利用者等の数が，通所介護費等の算定方法に規定する定員超過利用の基準に該当することとなった事業所又は施設については，その翌
月から定員超過利用が解消されるに至った月まで，利用者等の全員について，所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法
に従って減算され，定員超過利用が解消されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定される。
④ 　市町村長は，定員超過利用が行われている事業所又は施設に対しては，その解消を行うよう指導すること。当該指導に従わず，定員超過
利用が２月以上継続する場合には，特別な事情がある場合を除き，指定の取消しを検討するものとする。
⑤ 　災害（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護については，虐待を含む。）の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用につ
いては，当該定員超過利用が開始した月（災害等が生じた時期が月末であって，定員超過利用が翌月まで継続することがやむを得ないと認め
られる場合は翌月も含む。）の翌月から所定単位数の減算を行うことはせず，やむを得ない理由がないにもかかわらずその翌月まで定員を超
過した状態が継続している場合に，災害等が生じた月の翌々月から所定単位数の減算を行うものとする。

厚生労働大臣が定める認知症対応型通所介護費の算定方法

　施行規則第131条の４の規定に基づき市町村長に提出した運営
規程に定められている利用定員を超えること。

減算 70／100
【報酬告示】　別表３　注１
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所(指
定地域密着型サービス基準第42条第1項に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。)又は共用型指定認
知症対応型通所介護事業所(指定地域密着型サービス基準第45条第1項に規定する共用型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同
じ。)において、指定認知症対応型通所介護(指定地域密着型サービス基準第41条に規定する指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。)
を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介護
計画(指定地域密着型サービス基準第52条第1項に規定する認知症対応型通所介護計画をいう。以下同じ。)に位置付けられた内容の指定認
知症対応型通所介護を行うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職
員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。

人員基準欠如減算 － －

　指定地域密着型サービス基準第42条に定める員数を置いてい
ないこと。

　指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の所定単位数
に100分の70を乗じて得た単位数を用いて，指定地域密着型サー
ビスに要する費用の額の算定に関する基準の例により算定す
る。
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厚生労働大臣が定める看護職員又は介護職員の員数の基準 厚生労働大臣が定める認知症対応型通所介護費の算定方法

　指定地域密着型サービス基準第45条に定める員数を置いてい
ないこと。

　指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の所定単位数
に100分の70を乗じて得た単位数を用いて，指定地域密着型サー
ビスに要する費用の額の算定に関する基準の例により算定す
る。

２時間以上３時間未満の認
知症対応型通所介護を行う
場合

－ 減算 63／100－

【留意事項通知】第２の４（２）
　３の２（２）（※）を準用する。
（※）２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護の単位数を算定できる利用者は，心身の状況から，長時間のサービス利用が困難である
者，病後等で短時間の利用から始めて長時間利用に結びつけていく必要がある者など，利用者側のやむを得ない事情により長時間のサービ
ス利用が困難な者（利用者等告示第三十五号の三）であること。なお，２時間以上３時間未満の地域密着型通所介護であっても，地域密着型
通所介護の本来の目的に照らし，単に入浴サービスのみといった利用は適当ではなく，利用者の日常生活動作能力などの向上のため，日常
生活を通じた機能訓練等が実施されるべきものであること。

【利用者等告示】36
　指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護費の注2（※２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護を行う
場合）の厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者
　第十四号（※）に規定する利用者
（※）心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である利用者

【報酬告示】別表３ 注２
　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所要時間2時間以上3時間未満の指定認知症対応型通所介護を行う場合は、
注1の施設基準に掲げる区分に従い、イ(1)(二)若しくは(2)(二)又はロ(2)の所定単位数の100分の63に相当する単位数を算定する。

【留意事項通知】第２の１（８）
① 地域密着型通所介護，認知症対応型通所介護，小規模多機能型居宅介護，認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生
活介護，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び看護小規模多機能型居宅介護については，当該事業所又は施設の職員の配置
数が，人員基準上満たすべき員数を下回っているいわゆる人員基準欠如に対し，介護給付費の減額を行うこととし，通所介護費等の算定方法
において，人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところであるが，これは，適正なサービスの提供を確保するための
規定であり，人員基準欠如の未然防止を図るよう努めるものとする。
② 人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等は，当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月31日をもって終わる
年度とする。以下同じ。）の平均を用いる（ただし，新規開設又は再開の場合は推定数による。）。この場合，利用者数等の平均は，前年度の全
利用者等の延数（小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護については，１日ごとの同時に通いサービスの提供を受けた
者（短期利用居宅介護費を算定する者を含む。）の数の最大値を合計したもの）を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者数
等の算定に当たっては，小数点第２位以下を切り上げるものとする。
③ 看護・介護職員の人員基準欠如については，
イ 　人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には，その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで，利用者等の
全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算され，
ロ 　１割の範囲内で減少した場合には，その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで，利用者等の全員について所定単位数が
通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算される（ただし，翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除
く。）。
④ 　看護・介護職員以外の人員基準欠如については，その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで，利用者等の全員について
所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算される（ただし，翌月の末日において人員基準を満たすに至ってい
る場合を除く。）
⑥ 　市町村長は，著しい人員基準欠如が継続する場合には，職員の増員，利用定員等の見直し，事業の休止等を指導すること。当該指導に
従わない場合には，特別な事情がある場合を除き，指定の取消しを検討するものとする。

【通所介護費等の算定方法】　６　ハ
　共用型指定認知症対応型通所介護事業所の看護職員又は介護職員の員数が次の表の上〔左〕欄に掲げる員数の基準に該当する場合にお
ける認知症対応型通所介護費（認知症対応型通所介護費（Ⅱ）に限る。）については，同表の下〔右〕欄に掲げるところにより算定する。
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【Q&A】

①

②

感染症又は災害の発生を理
由とする利用者数の減少が
一定以上生じている場合の
基本報酬への加算

○ ３／100加算

　新型コロナウイルス感染症については、基本報酬への
３％加算（以下「３％加算」という。）や事業所規模別の報酬
区分の決定に係る特例（以下「規模区分の特例」という。）の
対象となっているが、現に感染症の影響と想定される利用
延人員数の減少が一定以上生じている場合にあっては、減
少の具体的な理由（例えば、当該事業所の所在する地域に
緊急事態宣言が発令されているか、当該事業所が都道府
県、保健所を設置する市又は特別区からの休業の要請を
受けているか、当該事業所において感染者が発生したか否
か等）は問わないのか。

　対象となる旨を厚生労働省から事務連絡によりお知らせした感
染症又は災害については、利用延人員数の減少が生じた具体的
な理由は問わず、当該感染症又は災害の影響と想定される利用
延人員数の減少が一定以上生じている場合にあっては、３％加
算や規模区分の特例を適用することとして差し支えない。（令和３
年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.1 問２）

　各月の利用延人員数及び前年度の１月当たりの平均利
用延人員数は、通所介護、地域密着型通所介護及び（介護
予防）認知症対応型通所介護については、「指定居宅サー
ビスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サー
ビス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及
び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基
準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12 年３
月１日老企第 36 号）（以下「留意事項通知」という。）第２の
７（４）及び（５）を、通所リハビリテーションについては留意事
項通知第２ の８（２）及び（８ ）を準用し算定することとなって
いるが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のた
め、都道府県等からの休業の要請を受けた事業所にあって
は、休業要請に従って休業した期間を、留意事項通知の
「正月等の特別な期間」として取り扱うことはできるか。

　留意事項通知において「一月間（暦月）、正月等の特別な期間
を除いて毎日事業を実施した月における平均利用延人員数につ
いては、当該月の平均利用延人員数に七分の六を乗じた数によ
るものとする。」としているのは、「正月等の特別な期間」において
は、ほとんど全ての事業所がサービス提供を行っていないものと
解されるためであり、この趣旨を鑑みれば、都道府県等からの休
業の要請を受け、これに従って休業した期間や、自主的に休業し
た期間を「正月等の特別な期間」として取り扱うことはできない。
　なお、通所介護、通所リハビリテーションにあっては、留意事項
通知による事業所規模区分の算定にあたっても、同様の取扱い
とすることとする。（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.1 問３）

【留意事項通知】第２の４（３）
　感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の基本報酬への加算の内容については、別途通知を参照
すること。

【３％加算解釈通知】
　省略（以下ＵＲＬを参照のこと。）
　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html

Ｑ Ａ

【報酬告示】別表３ 注３
　感染症又は災害(厚生労働大臣が認めるものに限る。)の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、当該月の利用者数の実績が当該月の前
年度における月平均の利用者数よりも100分の5以上減少している場合に、市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護
事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、指定認知症対応型通所介護を行った場合には、利用者数が減少した月の
翌々月から3月以内に限り、1回につき所定単位数の100分の3に相当する単位数を所定単位数に加算する。ただし、利用者数の減少に対応す
るための経営改善に時間を要することその他の特別の事情があると認められる場合は、当該加算の期間が終了した月の翌月から3月以内に
限り、引き続き加算することができる。

【区分支給限度基準額外告示】13
　指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護費のイ及びロの注3（※感染症又は災害の発生を理由とする利用者
数の減少が一定以上生じている場合の基本報酬への加算）、注5及び注17並びにハからホまでの規定による加算又は減算に係る費用の額並
びに指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成十八年厚生労働省告示第百二十八号)別表指定地域密
着型介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防認知症対応型通所介護費のイ及びロの注3、注5及び注16並びにハからホまでの規定
による加算又は減算に係る費用の額
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③

④

⑤

⑥

⑦

　貴見のとおり。他の加算と 同様、算定要件を満たした月（利用
延人員数の減少が生じた月）の翌月 15 日までに届出を行わなけ
れば、３％加算の算定や規模区分の特例の適用はできない。な
お、例えば令和３年４月の利用延人員数の減少に係る届出を行
わなかった場合、令和３年６月にこの減少に係る評価を受けるこ
とはできないが、令和３年５月以降に利用延人員数の減少が生じ
た場合は、減少が生じた月の翌月 15 日までに届出を行うことに
より、令和３年７月以降において、加算の算定や規模区分の特例
の適用を行うことができる。
　なお、令和３年２月の利用延人員数の減少に係る届 出にあって
は、令和３年４月１日までに行わせることを想定しているが、この
届出については、新型コロナウイルス感染症による利用延人員
数の減少に対応するものであることから、都道府県・市町村にお
かれてはこの趣旨を鑑み、届出の締切について柔軟に対応する
ようお願いしたい。（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.1 問10）

　「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の
人員基準等の臨時的な取扱いについて（第12 報）」（令和２
年６月１日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室
ほか事務連絡）（以下「第 12 報」という。）による特例を適用
した場合、１月当たりの平均利用延人員数を算定するにあ
たっては、第 12 報における取扱いの適用後の報酬区分で
はなく、実際に提供したサービス時間の報酬区分に基づき
行うのか。

　「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員
基準等の臨時的な取扱いについて（第 13 報）」（令和２年６月15
日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務連
絡）問４でお示ししているとおりであり、貴見のとおり。（令和３年
度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.1 問11）

　「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とす
る利用者数の減少が一定以上生じている場合の評価に係
る基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示
について」（老認発 0316 第４号・老老発 0316 第３号令和３
年３月 16 日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進
課長、老人保健課長連名通知。以下「本体通知」という。 ）
において、各事業所における３％加算算定・規模区分の特
例の適用に係る届出様式（例）が示されているが、届出にあ
たっては必ずこの様式（例）を使用させなければならないの
か。都道府県や市町村において独自の様式を作成すること
は可能か。

　本体通知における届出様式（例）は、今回の取扱いについて分
かりやすくお伝えする観点や事務手続きの簡素化を図る観点か
らお示ししたものであり、都道府県・市町村におかれては、できる
限り届出様式（例）を活用されたい。
　なお、例えば、届出様式（例）に加えて通所介護事業所等からな
された届 出が適正なものであるか等を判断するために必要な書
類等を求めることは差し支えない。（令和３年度介護報酬改定Ｑ
＆Ａ vol.1 問９）

　３％加算算定・規模区分の特例の適用に係る届出は、利
用延人員数の減少が生じた月の翌月 15 日までに届出を行
うこととされているが、同日までに届出がなされなかった場
合、加算算定や特例の適用を行うことはできないのか。

　各月の利用延人員数及び前年度の１月当たりの平均利
用延人員数は、認知症対応型通所介護については、留意
事項通知第２の７（４）及び（５）を準用し算定することとなっ
ているが、指定認知症対応型通所介事業者が指定介護予
防認知症対応型通所介護事業者の指定をあわせて受けて
いる場合であって両事業を一体的に実施している場合、指
定介護予防認知症対応型通所介護事業所における平均利
用延人員数を含むのか。

　貴見のとおり。（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.1 問４）

　３％加算については、加算算定終了の前月においてもな
お、利用延人員数が５％以上減少している場合は、加算算
定の延長を希望する理由を添えて、加算算定延長の届出を
行うこととなっているが、どのような理由があげられている場
合に加算算定延長を認めることとすればよいのか。都道府
県・市町村において、届出を行った通所介護事業所等の運
営状況等を鑑み、判断することとして差し支えないのか。

　通所介護事業所等から、利用延人員数の減少に対応するため
の 経営改善に時間を要すること等の理由が提示された場合にお
いては、加算算定の延長を認めることとして差し支えない。（令和
３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.1 問５）
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⑧

⑨

⑩

⑪

　新型コロナウイルス感染症の影響により利用延人員数が
減少した場合、３％加算算定の届出は年度内に１度しか行
うことができないのか。例えば、令和３年４月に利用延人員
数が減少し、令和３年５月に３％加算算定の届出を行い、令
和３年６月から３％加算を算定した場合において、令和３年
６月に利用延人員数が回復し、令和３年７月をもって３％加
算の算定を終了した事業所があったとすると、当該事業所
は令和３年度中に再び利用延人員数が減少した場合でも、
再度３％加算を算定することはできないのか。

　感染症や災害（３％加算の対象となる旨を厚生労働省から事務
連絡によりお知らせしたものに限る。）によって利用延人員数の減
少が生じた場合にあっては、基本的に一度３％加算を算定した際
とは別の感染症や災害を事由とする場合にのみ、再度３％加算
を算定することが可能である。（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ
vol.3 問21）

　３％加算や規模区分の特例は、感染症や災害の発生を理由と
して利用延人員数が減少した場合に、状況に即した安定的な
サービス提供を可能とする観点から設けられたものであり、この
趣旨を鑑みれば、当該通所介護事業所等を利用する全ての利用
者に対し適用することが適当である。（令和３年度介護報酬改定
Ｑ＆Ａ vol.1 問14）

　３％加算や規模区分の特例を適用する場合は、通所介護
事業所等を利用する全ての利用者に対し適用する必要が
あるのか。

　３％加算や規模区分の特例を適用するにあたり、通所介
護事業所等において利用者又はその家族への説明や同意
の取得を行う必要はあるか。また、利用者又はその家族へ
の説明や同意の取得が必要な場合、利用者又はその家族
への説明を行ったことや、利用者又はその家族から同意を
受けたことを記録する必要はあるか。

　３％加算や規模区分の特例を適用するにあたっては、通所介護
事業所等が利用者又はその家族への説明や同意の取得を行う
必要はない。なお、介護支援専門員が居宅サービス計画の原案
の内容（サービス内容、サービス単位／金額等）を利用者又はそ
の家族に説明し同意を得ることは必要である。（令和３年度介護
報酬改定Ｑ＆Ａ vol.1 問13）

　新型コロナウイルス感染症の影響による他の事業所の休
業やサービス縮小等に伴って、当該事業所の利用者を臨時
的に受け入れた結果、利用者数が増加した事業所もある。
このような事業所にあっては、各月の利用延人員数及び前
年度１月当たりの平均利用延人員数の算定にあたり、やむ
を得ない理由により受け入れた利用者について、その利用
者を明確に区分した上で、平均利用延人員数に含まないこ
ととしても差し支えないか。

　差し支えない。本体通知においてお示ししているとおり、各月の
利用延人員数及び前年度の１月当たりの平均利用延人員数の
算定にあたっては、通所介護、地域密着型通所介護及び（介護
予防）認知症対応型通所介護については、「指定居宅サービスに
要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅
療養管理指導 及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介
護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施
上の留意事項について」（平成 12 年３月１日老企第 36 号）（以
下「留意事項通知」という。）第２の７（５）を、通所リハビ リテーショ
ンについては留意事項通知第２の８（２）を準用することとしてお
り、同項中の「災害その他やむを得ない理由」には新型コロナウ
イルス感染症の影響も含まれるものである。なお、新型コロナウ
イルス感染症の影響により休業やサービス縮小等を行った事業
所の利用者を臨時的に受け入れた後、当該事業所の休業や
サー ビス縮小等が終了してもなお受け入れを行った利用者が
３％加算の算定や規模区分の特例を行う事業所を利用し続けて
いる場合、当該利用者については、平均利用延人員数に含める
こととする。
　また、通所介護、通所リハビリテーションにあっては、留意事項
通知による事業所規模区分の算定にあたっても、同様の取扱い
とすることとする。（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.1 問12）
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⑫

⑬

⑭

⑮

感染症や災害によって利用延人員数の減少が生じた場合
にあっては、基本的に一度３％加算を算定した際とは別の
感染症や災害を事由とする場合にのみ、再度同加算を算定
することが可能であるとされている（※）が、令和３年度中の
利用延人員数の減少に基づき同加算を算定した事業所が、
令和４年度に再び同加算を算定することはできるか。
（※）令和３年度介護報酬改定に関するQ＆A（vol.３）（令和
３年３月26 日）問21

可能である。この場合、令和４年度の算定にあたっては、減少月
の利用延人員数が、令和３年度の１月当たりの平均利用延人員
数から100 分の５以上減少していることが必要である。算定方法
の具体例は別添(感染症や災害の影響により利用延人員数が減
少した場合の基本報酬への３％加算　令和４年度の取扱い)を参
照されたい。（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.11 問２）

新型コロナウイルス感染症は、３％加算や規模区分の特例
の対象となる感染症とされている（※）が、令和５年度も引き
続き同加算や特例の対象となる感染症と考えてよいか。
（※）「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由と
する利用者数の減少が一定以上生じている場合の評価に
係る基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提
示について」（令和３年３月16 日老認発0316 第４号・老老発
0316 第３号）別紙Ⅰ

新型コロナウイルス感染症は、令和５年度も引き続き同加算や特
例の対象となる感染症である。なお、同年度中に同加算や特例
の対象外とすることとする場合は、事務連絡によりお示しする。
（令和３年度介護報酬改定に関するQ＆A（vol.13）（令和５年２月
15 日）問１）

　３％加算や規模区分の特例の対象となる感染症又は災害
については、これが発生した場合、対象となる旨が厚生労
働省より事務連絡で示されることとなっているが、対象と
なった後、同感染症又は災害による３％加算や規模区分の
特例が終了する場合も事務連絡により示されるのか。

　新型コロナウイルス感染症による３％加算 や規模区分の特例
にかかる取扱いは、今後の感染状況等を踏まえ、厚生労働省に
て終期を検討することとしており、追って事務連絡によりお示しす
る。
　なお、災害については、これによる影響が継続する期間等は地
域によって異なることも想定されることから、特例の終期について
は、厚生労働省から考え方をお示しする、又は基本的に都道府
県・市町村にて判断する等、その在り方については引き続き検討
を行った上で、お示ししていくこととする。（令和３年度介護報酬改
定Ｑ＆Ａ vol.3 問22）

新型コロナウイルス感染症は、３％加算や規模区分の特例
の対象となる感染症とされている（※）が、令和４年度も引き
続き同加算や特例の対象となる感染症と考えてよいか。
（※）「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由と
する利用者数の減少が一定以上生じている場合の評価に
係る基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提
示について」（令和３年３月16 日老認発0316 第４号・老老発
0316 第３号）別紙Ⅰ

新型コロナウイルス感染症は、令和４年度も引き続き同加算や特
例の対象となる感染症である。なお、同年度中に同加算や特例
の対象外とすることとする場合は、事務連絡によりお示しする。
（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.11 問１）
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⑯

・９時間以上10
時間未満の場
合
　 50単位
・10時間以上11
時間未満の場
合
　100単位
・11時間以上12
時間未満の場
合
　150単位
・12時間以上13
時間未満の場
合
　200単位
・13時間以上14
時間未満の場
合
　250単位

加算○８時間以上９時間未満の報
酬区分によるサービス提供
の前後に行う日常生活上の
世話

【報酬告示】別表３ 注４
　日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間8時間以上9時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った場合又は所要時間8時間以
上9時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定認知症対応型通所介
護の所要時間と当該指定認知症対応型通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算した時間(以下この注において「算定対
象時間」という。)が9時間以上となった場合は、次に掲げる区分に応じ、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

【留意事項通知】第２の４（４）
　３の２（４）（※）を準用する。
（※）延長加算は，所要時間８時間以上９時間未満の地域密着型通所介護の前後に連続して日常生活上の世話を行う場合について，５時間を
限度として算定されるものであり，例えば，
①　９時間の地域密着型通所介護の後に連続して５時間の延長サービスを行った場合
② 　９時間の地域密着型通所介護の前に連続して２時間，後に連続して３時間，合計５時間の延長サービスを行った場合には，５時間分の延
長サービスとして250単位が算定される。
　 また，当該加算は地域密着型通所介護と延長サービスを通算した時間が９時間以上の部分について算定されるものであるため，例えば，
③ 　８時間の地域密着型通所介護の後に連続して５時間の延長サービスを行った場合には，地域密着型通所介護と延長サービスの通算時間
は13時間であり，４時間分（＝13時間−９時間）の延長サービスとして200単位が算定される。
　 なお，延長加算は，実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制にあり，かつ，実際に延長サービスを行った場合に算定され
るものであるが，当該事業所の実情に応じて，適当数の従業者を置いている必要があり，当該事業所の利用者が，当該事業所を利用した後
に，引き続き当該事業所の設備を利用して宿泊する場合や，宿泊した翌日において当該事業所の地域密着型通所介護の提供を受ける場合に
は算定することはできない。

令和４年度中の利用延人員数の減少に基づき３％加算を
算定した事業所が、令和５年度に再び同加算を算定するこ
とはできるか。

令和５年度においても算定可能である。この場合、令和５年度の
同加算の算定に当たっては、減少月の利用延人員数が、令和４
年度の１月当たりの平均利用延人員数から100 分の５以上減少
していることが必要である。算定方法の具体例は別添を参照され
たい。（令和３年度介護報酬改定に関するQ＆A（vol.13）（令和５
年２月15 日）問２）
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【Q&A】

①

②

③

　延長加算の所要時間はどのように算定するのか。

　延長加算は､実際に利用者に対して延長サービスを行うことが
可能な事業所において､実際に延長サービスを行ったときに､当
該利用者について算定できる。
　通所サービスの所要時間と延長サービスの所要時間の通算時
間が、例えば通所介護の場合であれば9時間以上となるときに1
時間ごとに加算するとしているが､ごく短時間の延長サービスを算
定対象とすることは当該加算の趣旨を踏まえれば不適切である。
（平成24年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.1 問61）

　所要時間が８時間未満の場合でも、延長加算を算定する
ことはできるか。

　延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護
等を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合等に算
定するものであることから、算定できない。（令和３年度介護報酬
改定Ｑ＆Ａ vol.3 問27）

　サービス提供時間の終了後から延長加算に係るサービス
が始まるまでの間はどのような人員配置が必要となるの
か。

　延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護
等を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場合等に算
定するものであることから、例えば通所介護等のサービス提供時
間を８時間30分とした場合、延長加算は８時間以上９時間未満に
引き続き、９時間以上から算定可能である。サービス提供時間終
了後に日常生活上の世話をする時間帯（９時間に到達するまで
の30分及び９時間以降）については、サービス提供時間ではない
ことから、事業所の実情に応じて適当数の人員を配置していれば
差し支えないが、安全体制の確保に留意すること。（令和３年度
介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.3 問28）

Ｑ Ａ
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④

⑤

⑥

⑦

⑧

　延長サービスに係る利用料はどのような場合に徴収でき
るのか。

　９時間の通所介護等の前後に送迎を行い、居宅内介助等
を実施する場合も延長加算は算定可能か。

　算定できる。（平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（平成27
年4月1日）問58）

　「宿泊サービス」を利用した場合には、延長加算の算定は
できないこととされているが、以下の場合には算定可能か。
①　通所介護事業所の営業時間の開始前に延長サービス
を利用した後、通所介護等を利用しその当日より宿泊サー
ビスを利用した場合
②　宿泊サービスを利用した後、通所介護サービスを利用し
通所介護事業所の営業時間の終了後に延長サービスを利
用した後、自宅に帰る場合

　同一日に宿泊サービスの提供を受ける場合は、延長加算を算
定することは適当ではない。（平成27年度介護報酬改定に関する
Q&A（平成27年4月1日）問59）

　通常要する時間を超えた場合の延長サービスに係る利用料に
ついては、サービス提供時間が９時間未満である場合において
行われる延長サービスやサービス提供時間が14時間以上におい
て行われる延長サービスについて徴収できるものである。また、
サービス提供時間が14時間未満である場合において行われる延
長サービスについて、延長加算にかえて徴収することができる。
（同一時間帯について延長加算に加えて利用料を上乗せして徴
収することはできない。）なお、当該延長加算を算定しない場合に
おいては、延長サービスに係る届出を行う必要はない。（令和３年
度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.3 問29）

（参考）延長加算及び延長サービスに係る利用料徴収の例
①サービス提供時間が８時間であって、６時間延長サービスを実
施する場合
→８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分
が８時間以上９時間未満の場合として算定し、９時間以降14時間
までの間のサービス提供に係る費用は、延長加算を算定する。
②サービス提供時間が８時間であって、７時間延長サービスを実
施する場合
→８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分
が８時間以上９時間未満の場合として算定し、９時間以降14時間
までの間のサービス提供に係る費用は、延長加算を算定し、14時
間以降15時間までの間のサービス提供に係る費用は、延長サー
ビスに係る利用料として徴収する。

　通所介護等の利用者が自宅には帰らず、別の宿泊場所
に行くまでの間、延長して介護を実施した場合、延長加算は
算定できるか。

　延長加算については、算定して差し支えない。（平成27年度介
護報酬改定に関するQ&A（平成27年4月1日）問56）

　宿泊サービスを利用する場合等については延長加算の算
定が不可とされたが、指定居宅サービス等の基準省令96条
第３項第２号に規定する利用料は、宿泊サービスとの区分
がされていれば算定することができるか。

　通所介護等の営業時間後に利用者を宿泊させる場合には、別
途宿泊サービスに係る利用料を徴収していることから、延長に係
る利用料を徴収することは適当ではない。（平成27年度介護報酬
改定に関するQ&A（平成27年4月1日）問57）
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中山間地域等に居住する者
へのサービス提供加算

〇 加算 5／100
（１日につき）

【留意事項通知】第２の４（９）
　３の２（８）（※）を準用する。
（※）① 入浴介助加算（Ⅰ）は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるものである（大臣基準告示第14号の３）が、こ
の場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、極力
利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接触する
介助を行わなかった場合についても、加算の対象となるものであること。なお、この場合の入浴には、利用者の自立生活を支援する上で最適と
考えられる入浴手法が、部分浴（シャワー浴含む）等である場合は、これを含むものとする。
② 地域密着型通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事情により、入浴を実施しなかった場合については、
加算を算定できない。

【報酬告示】別表３ 注５
　単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所の従業者が、別に厚生労働大臣が定め
る地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、１日につき所定単位
数の100分の５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

【厚生労働大臣が定める地域】平成21年厚生労働省告示８３号２
次のいずれかに該当する地域
イ　離島振興法(昭和２８年法律第７２号)第２条第１項の規定により指定された離島振興対策実施地域
ロ　奄美群島振興開発特別措置法(昭和２９年法律第１８９号)第１条に規定する奄美群島
ハ　豪雪地帯対策特別措置法(昭和３７年法律第７３号)第２条第１項に規定する豪雪地帯及び同条第２項の規定により指定された特別豪雪地
帯
ニ　辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律(昭和３７年法律第８８号)第２条第１項に規定する辺地
ホ　山村振興法(昭和４０年法律第６４号)第７条第１項の規定により指定された振興山村
ヘ　小笠原諸島振興開発特別措置法(昭和４４年法律第７９号)第４条第１項に規定する小笠原諸島
ト　半島振興法(昭和６０年法律第６３号)第２条第１項の規定により指定された半島振興対策実施地域
チ　特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律(平成５年法律第７２号)第２条第１項に規定する特定
農山村地域
リ　過疎地域自立促進特別措置法(平成１２年法律第１５号)第２条第１項に規定する過疎地域
ヌ　沖縄振興特別措置法(平成１４年法律第１４号)第３条第３号に規定する離島

入浴介助加算（Ⅰ） ○ ○ 加算 40単位
（１日につき）

【報酬告示】別表３ 注６
　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、1日につき次に掲
げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し
ない。
　（※）入浴介助加算（Ⅰ）を算定している場合においては、入浴介助加算（Ⅱ）は算定しない。

【大臣基準告示】14の３　イ
　通所介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費及び介護予防認知症対応型通所介護費における入浴介助加算の基準
　入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であること。
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【Q&A】

入浴介助加算（Ⅱ） ○ ○ 加算 55単位
（１日につき）

【報酬告示】別表３ 注６
　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、1日につき次に掲
げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し
ない。
　（※）入浴介助加算（Ⅱ）を算定している場合においては、入浴介助加算（Ⅰ）は算定しない。

【大臣基準告示】14の３　ロ
　通所介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費及び介護予防認知症対応型通所介護費における入浴介助加算の基準
　次のいずれにも適合すること。
⑴ イに掲げる基準（※入浴介助加算（Ⅰ）を参照。）に適合すること。
⑵ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介護支援専門員その他の職種の者（以下この号において「医師等」という。）が利用者の居宅
を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価していること。当該訪問において、当該居宅の浴室が、当該利用者自身又
はその家族等の介助により入浴を行うことが難しい環境にあると認められる場合は、訪問した医師等が、指定居宅介護支援事業所（指定居宅
介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第二条に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。以下同じ。）の介護支援専門員又は指
定福祉用具貸与事業所（指定居宅サービス等基準第百九十四条第一項に規定する指定福祉用具貸与事業所をいう。）若しくは指定特定福祉
用具販売事業所（指定居宅サービス等基準第二百八条第一項に規定する指定特定福祉用具販売事業所をいう。）の福祉用具専門相談員（介
護保険法施行令（平成十年政令第四百十二号）第四条第一項に規定する福祉用具専門相談員をいう。以下同じ。）と連携し、福祉用具の貸与
若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。
⑶ 当該指定通所介護事業所（指定居宅サービス等基準第九十三条第一項に規定する指定通所介護事業所をいう。以下同じ。）、指定地域密
着型通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第二十条第一項に規定する指定地域密着型通所介護事業所をいう。以下同じ。）、指定
認知症対応型通所介護事業所又は指定介護予防認知症対応型通所介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準第十三条に規定す
る指定介護予防認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者
（以下「機能訓練指導員等」という。）が共同して、利用者の居宅を訪問した医師等との連携の下で、当該利用者の身体の状況、訪問により把
握した当該居宅の浴室の環境等を踏まえて個別の入浴計画を作成すること。
⑷ ⑶の入浴計画に基づき、個浴（個別の入浴をいう。以下同じ。）その他の利用者の居宅の状況に近い環境で、入浴介助を行うこと。

　同一事業所において、入浴介助加算(Ⅰ)を算定する者と
入浴介助加算(Ⅱ)を算定する者が混在しても差し支えない
か。また、混在しても差し支えない場合、「指定居宅サービ
スに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護
支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定施設
サービス等に要する費用の額の算定に関する基準、指定介
護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指
定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、
指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関す
る基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費
用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定
に係る体制等に関する届出等における留意点について」
（平成12年３月８日老企第41号）に定める「介護給付費算定
に係る体制等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス・居
宅介護支援）」等はどのように記載させればよいか。

　前段については、差し支えない。後段については、「加算Ⅱ」と
記載させることとする。（「加算Ⅱ」と記載した場合であっても、入
浴介助加算(Ⅰ)を算定することは可能である。）（令和３年度介護
報酬改定Ｑ＆Ａ vol.8 問６）

Ｑ Ａ
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【留意事項通知】第２の４（９）
　３の２（８）（※）を準用する。
（※）①ア（※入浴介助加算（Ⅰ））①及び②を準用する。この場合において、ア①の「入浴介助加算（Ⅰ）」は、「入浴介助加算（Ⅱ）」に読み替え
るものとする。
② 入浴介助加算（Ⅱ）は、利用者が居宅において、自身で又は家族若しくは居宅で入浴介助を行うことが想定される訪問介護員等（以下⑻に
おいて「家族・訪問介護員等」という。）の介助によって入浴ができるようになることを目的とし、以下ａ～ｃを実施することを評価するものである。
なお、入浴介助加算（Ⅱ）の算定に関係する者は、利用者の状態に応じ、自身で又は家族・訪問介護員等の介助により尊厳を保持しつつ入浴
ができるようになるためには、どのような介護技術を用いて行うことが適切であるかを念頭に置いた上で、ａ～ｃを実施する。
ａ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介護支援専門員等（利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門
相談員、機能訓練指導員を含む。）が利用者の居宅を訪問（個別機能訓練加算を取得するにあたっての訪問等を含む。）し、利用者の状態を
ふまえ、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価する。その際、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な
介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが可能であると判断した場
合、指定地域密着型通所介護事業所に対しその旨情報共有する。また、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、指定地域密着型通所介護
事業所の従業者以外の者である場合は、書面等を活用し、十分な情報共有を行うよう留意すること。
（※）当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪
問介護員等の介助により入浴を行うことが難しいと判断した場合は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員又は指定福祉用具貸与事
業所若しくは指定特定福祉用具販売事業所の福祉用具専門相談員と連携し、利用者及び当該利用者を担当する介護支援専門員等に対し、
福祉用具の貸与若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行う。
ｂ 指定地域密着型通所介護事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の居宅を訪問し評価した者との連携の下で、当該利用者の身体
の状況や訪問により把握した利用者の居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成する。なお、個別の入浴計画に相当する内容を
地域密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別の入浴計画の作成に代えることができるものとする。
ｃ ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行う。なお、この場合の「個浴その他の利用者の居
宅の状況に近い環境」とは、手すりなど入浴に要する福祉用具等を活用し利用者の居宅の浴室の環境を個別に模したものとして差し支えな
い。また、入浴介助を行う際は、関係計画等の達成状況や利用者の状態をふまえて、自身で又は家族・訪問介護員等の介助によって入浴する
ことができるようになるよう、必要な介護技術の習得に努め、これを用いて行われるものであること。なお、必要な介護技術の習得にあたって
は、既存の研修等を参考にすること。
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【Q&A】

①

②

③

　入浴介助加算(Ⅱ)について、医師、理学療法士、作業療
法士、介護福祉士、介護支援専門員等（利用者の動作及び
浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談
員、機能訓練指導員を含む。）が利用者の居宅を訪問し、浴
室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価する
こととなっているが、この他に評価を行うことができる者とし
てどのような者が想定されるか。

・　地域包括支援センターの担当職員、福祉・住環境コーディネー
ター２級以上の者等が想定される。
・　なお、通所リハビリテーションについても同様に取扱う。（令和３
年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.8 問２）

　入浴介助加算(Ⅱ)については、算定にあたって利用者の
居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の
環境を評価することとなっているが、この評価は算定開始後
も定期的に行う必要があるのか。

　当該利用者の身体状況や居宅の浴室の環境に変化が認めら
れた場合に再評価や個別の入浴計画の見直しを行うこととする。
（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.8 問３）

Ｑ Ａ

　入浴介助加算(Ⅱ)は、利用者が居宅において利用者自身
で又は家族等の介助により入浴を行うことができるようにな
ることを目的とするものであるが、この場合の「居宅」とはど
のような場所が想定されるのか。

・　利用者の自宅（高齢者住宅（居室内の浴室を使用する場合の
ほか、共同の浴室を使用する場合も含む。）を含む。）のほか、利
用者の親族の自宅が想定される。なお、自宅に浴室がない等、具
体的な入浴場面を想定していない利用者や、本人が希望する場
所で入浴するには心身機能の大幅な改善が必要となる利用者に
あっては、以下①～⑤をすべて満たすことにより、当面の目標とし
て通所介護等での入浴の自立を図ることを目的として、同加算を
算定することとしても差し支えない。
①　通所介護等事業所の浴室において、医師、理学療法士、作
業療法士、介護福祉士、介護支援専門員等（利用者の動作及び
浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機
能訓練指導員を含む。）が利用者の動作を評価する。
②　通所介護等事業所において、自立して入浴することができる
よう必要な設備（入浴に関する福祉用具等）を備える。
③　通所介護等事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者
の動作を評価した者等との連携の下で、当該利用者の身体の状
況や通所介護等事業所の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴
計画を作成する。なお、個別の入浴計画に相当する内容を通所
介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別の入浴
計画の作成に代えることができるものとする。
④　個別の入浴計画に基づき、通所介護等事業所において、入
浴介助を行う。
⑤　入浴設備の導入や心身機能の回復等により、通所介護等以
外の場面での入浴が想定できるようになっているかどうか、個別
の利用者の状況に照らし確認する。
・　なお、通所リハビリテーションについても同様に取り扱う。（令
和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.8 問１）
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④

⑤

⑥

【報酬告示】別表３ 注７
　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用
型指定認知症対応型通所介護事業所において、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成
した場合には、当該基準に掲げる区分に従い、(1)については、利用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除き3月に
1回を限度として、1月につき、(2)（※生活機能向上連携加算（Ⅱ））については1月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、
次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、注8（※個別機能訓練加算）を算定
している場合、(1)は算定せず、(2)は1月につき100単位を所定単位数に加算する。

生活機能向上連携加算（Ⅰ） ○ 100単位
（３月に１回を
限度として、１
月につき）
※　個別機能
訓練加算を算
定している場合
は、算定しない

加算

　入浴介助加算(Ⅱ)については、個浴その他の利用者の居
宅の状況に近い環境（手すりなど入浴に要する福祉用具等
を活用し利用者の居宅の浴室の環境を個別に模したもの）
にて、入浴介助を行うこととなっているが、例えばいわゆる
大浴槽に福祉用具等を設置すること等により利用者の居宅
の浴室の状況に近い環境を再現することとしても差し支えな
いのか。

　例えば、利用者の居宅の浴室の手すりの位置や浴槽の深さ・高
さ等にあわせて、可動式手すり、浴槽内台、すのこ等を設置する
ことにより、利用者の居宅の浴室の状況に近い環境が再現され
ていれば、差し支えない。（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.8
問５）

　同一事業所において、入浴介助加算(Ⅰ)を算定する者と
入浴介助加算(Ⅱ)を算定する者が混在しても差し支えない
か。また、混在しても差し支えない場合、「指定居宅サービ
スに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護
支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定施設
サービス等に要する費用の額の算定に関する基準、指定介
護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指
定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、
指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関す
る基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費
用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定
に係る体制等に関する届出等における留意点について」
（平成12年３月８日老企第41号）に定める「介護給付費算定
に係る体制等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス・居
宅介護支援）」等はどのように記載させればよいか。

　前段については、差し支えない。後段については、「加算Ⅱ」と
記載させることとする。（「加算Ⅱ」と記載した場合であっても、入
浴介助加算(Ⅰ)を算定することは可能である。）（令和３年度介護
報酬改定Ｑ＆Ａ vol.8 問６）

　入浴介助加算(Ⅱ)では、個別の入浴計画に基づき、個浴
その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助
を行うこととなっているが、この場合の入浴介助とは具体的
にどのような介助を想定しているのか。

　利用者の入浴に係る自立を図る観点から、入浴に係る一連の
動作のうち、利用者が自身の身体機能のみを活用し行うことがで
きる動作については、引き続き実施できるよう見守り的援助を、介
助を行う必要がある動作については、利用者の状態に応じた身
体介助を行う。なお、入浴介助加算(Ⅱ)の算定にあたっての関係
者は、利用者の尊厳の保持に配慮し、その状態に応じ、利用者
自身で又は家族等の介助により入浴ができるようになるよう、常
日頃から必要な介護技術の習得に努めるものとする。（令和３年
度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.8 問４）
　＜参考：利用者の状態に応じた身体介助の例＞（略）

（適用要件一覧） 603　認知症対応型通所介護費(15/62)



実
施

体
制

加算・減算名 加算・減算 加算・減算適用要件

【大臣基準告示】15の２　イ
　通所介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費及び通所型サービス費における生活機能向上連携加算の基準
　次のいずれにも適合すること。
⑴ 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サービス等基準第百十一条第一項に規定する指定通所
リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第
一条の二第二項に規定する医療提供施設をいい、病院にあっては、許可病床数が二百床未満のもの又は当該病院を中心とした半径四キロ
メートル以内に診療所が存在しないものに限る。以下同じ。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この号において「理学療
法士等」という。）の助言に基づき、当該指定通所介護事業所、指定地域密着型通所介護事業所、指定認知症対応型通所介護事業所又は通
所型サービス事業所（通所型サービス（法第百十五条の四十五第一項第一号のロに規定する第一号通所事業のうち、地域における医療及び
介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成二十六年法律第八十三号）第五条の規定による改正前の法第
八条第七項に規定する介護予防通所介護に相当するサービスをいう。）の事業を行う事業所をいう。以下同じ。）の機能訓練指導員等が共同し
て利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。
⑵ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者
の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。
⑶ ⑴の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を三月ごとに一回以上評価し、利用者又はその家族に対し、機能訓練の内容と個別
機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓練内容の見直し等を行っていること。

【留意事項通知】第２の４（６）
　地域密着型通所介護と同様であるので、３の２（10）（※）を参照されたい。
（※）イ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供
施設（病院にあっては、許可病床数が200 床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。以下この⑽におい
て同じ。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この⑽において「理学療法士等」という。）の助言に基づき、当該指定地域密着型通所介護事業
所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）が共同してアセスメント、利用者の身体の状況
等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する
助言を行うこと。
この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は
介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること。
ロ 個別機能訓練計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療
提供施設の理学療法士等は、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況
等）に関する状況について、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の場に
おいて把握し、又は、指定地域密着型通所介護事業所の機能訓練指導員等と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当該指定地域密
着型通所介護事業所の機能訓練指導員等に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬ
に関する利用者の状況について適切に把握することができるよう、理学療法士等と機能訓練指導員等で事前に方法等を調整するものとする。
ハ 個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載しなければならない。目標については、利用者又はその家族の意向及
び当該利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよう、段階的な目標を設定するなど可能な限り
具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、個別機能訓練計画に相当する内容を地域密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別
機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。
ニ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に
応じて計画的に機能訓練を適切に提供していること。
ホ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について
・ 機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はその家族及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要
な助言を得た上で、必要に応じて当該利用者又はその家族（以下このホにおいて「利用者等」という。）の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状
況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。
・ 理学療法士等は、機能訓練指導員等と共同で、３月ごとに１回以上、個別機能訓練の進捗状況等について評価した上で、機能訓練指導員等が利用者又はそ
の家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明していること。
また、利用者等に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとすること。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を
得なければならないこと。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取
扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
ヘ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにす
ること。
ト 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月に限り、算定されるものである。なお、イの助言に基づき個別機能
訓練計画を見直した場合には、本加算を再度算定することは可能であるが、利用者の急性増悪等により個別機能訓練計画を見直した場合を除き、個別機能訓
練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月の翌月及び翌々月は本加算を算定しない。
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加算・減算名 加算・減算 加算・減算適用要件

【Q&A】

①

②

Ｑ

生活機能向上連携加算（Ⅱ） ○ 加算 200単位
（１月につき）
※　個別機能
訓練加算を算
定している場合
は、100単位（１
月につき）

【報酬告示】別表３ 注７
　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用
型指定認知症対応型通所介護事業所において、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成
した場合には、当該基準に掲げる区分に従い、(1)（※生活機能向上連携加算（Ⅰ））については、利用者の急性増悪等により当該個別機能訓
練計画を見直した場合を除き3月に1回を限度として、1月につき、(2)については1月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ
し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、注8（※個別機能訓練加算）を
算定している場合、(1)は算定せず、(2)は1月につき100単位を所定単位数に加算する。

【大臣基準告示】15の２　ロ
　通所介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費及び通所型サービス費における生活機能向上連携加算の基準
　次のいずれにも適合すること。
⑴ 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士
等が、当該指定通所介護事業所、指定地域密着型通所介護事業所、指定認知症対応型通所介護事業所又は通所型サービス事業所を訪問
し、当該事業所の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。
⑵ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者
の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。
⑶ ⑴の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を三月ごとに一回以上評価し、利用者又はその家族に対し、機能訓練の内容と個別
機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓練内容の見直し等を行っていること。

　生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリ
テー　ション事業所若しくは指定通所リハビリテーション事業
所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（原
則として許可病床数200床未満のものに限る。）と連携する
場合も算定できるものと考えてよいか。

・貴見のとおりである。
・なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた
在宅医療の主たる担い手として想定されている200床未満の医療
提供施設に原則として限っている趣旨や、リハビリテーション専門
職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）の有効活用、地域と
の連携の促進の観点から、別法人からの連携の求めがあった場
合には、積極的に応じるべきである。（平成30年度介護報酬改定
Q&A （平成30年３月23日） 問110）

Ａ

　指定認知症対応型通所介護事業所は、生活機能向上連
携加算に係る業務について指定訪問リハビリテーション事
業所又は指定通所リハビリテーション事業所若しくは医療提
供施設と委託契約を締結し、業務に必要な費用を指定訪問
リハビリテーション事業所等に支払うことになると考えて良
いか。

　貴見の通りである。なお、委託料についてはそれぞれの合意に
より適切に設定する必要がある。（平成30年度介護報酬改定Q&A
（平成30年３月23日） 問109）
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加算・減算名 加算・減算 加算・減算適用要件

【Q&A】

①

②

　指定認知症対応型通所介護事業所は、生活機能向上連
携加算に係る業務について指定訪問リハビリテーション事
業所又は指定通所リハビリテーション事業所若しくは医療提
供施設と委託契約を締結し、業務に必要な費用を指定訪問
リハビリテーション事業所等に支払うことになると考えて良
いか。

Ｑ Ａ

　貴見の通りである。なお、委託料についてはそれぞれの合意に
より適切に設定する必要がある。（平成30年度介護報酬改定Q&A
（平成30年３月23日） 問109）

　生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリ
テー　ション事業所若しくは指定通所リハビリテーション事業
所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（原
則として許可病床数200床未満のものに限る。）と連携する
場合も算定できるものと考えてよいか。

・貴見のとおりである。
・なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた
在宅医療の主たる担い手として想定されている200床未満の医療
提供施設に原則として限っている趣旨や、リハビリテーション専門
職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）の有効活用、地域と
の連携の促進の観点から、別法人からの連携の求めがあった場
合には、積極的に応じるべきである。（平成30年度介護報酬改定
Q&A （平成30年３月23日） 問110）

○ 加算 27単位
（１日につき）

【留意事項通知】第２の４（６）
　地域密着型通所介護と同様であるので、３の２（10）（※）を参照されたい。
（※）イ　生活機能向上連携加算(Ⅱ)は、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施
している医療提供施設の理学療法士等が、当該指定地域密着型通所介護事業所を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員等と共同して、利
用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活
上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと。この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」は、診療報酬における疾患
別リハビリテーション料の届出を行ってい
る病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること。
ロ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について
・ 機能訓練指導員等は、各月における評価内容や目標の達成度合いについて、利用者又はその家族及び理学療法士等に報告・相談し、理学
療法士等から必要な助言を得た上で、必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確認の上、当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏
まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。
・ 理学療法士等は、３月ごとに１回以上指定地域密着型通所介護事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同で個別機能訓練の進捗状況等に
ついて評価した上で、機能訓練指導員等が、利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し記
録するとともに、必要に応じて訓練内容の見直し等を行うこと。
ハ ①（※生活機能向上連携加算（Ⅰ））ハ、ニ及びヘによること。なお、個別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓練計画を作
成する必要はないこと。

個別機能訓練加算（Ⅰ） ○ 【報酬告示】別表３ 注８
　指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に1日120分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師(はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で6月以上機能訓練指導に従事し
た経験を有する者に限る。)(以下「理学療法士等」という。)を1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護
の利用者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作
成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算(Ⅰ)として、1日につき27単位を所定単位数に加算す
る。
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【Q&A】

①

②

③

【留意事項通知】第２の４（７）
① 　個別機能訓練加算は，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，看護職員，柔道整復師，あん摩マッサージ指圧師，はり師又はきゅう師
（はり師及びきゅう師については，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，看護職員，柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有す
る機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下４〔認知症対応型通所介護の規定〕に
おいて「理学療法士等」という。）が個別機能訓練計画に基づき，計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）について算定する。
② 　個別機能訓練は，１日120分以上，専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置して行うものであること。この場合
において，例えば，１週間のうち特定の曜日だけ理学療法士等を配置している場合は，その曜日におけるサービスのみが当該加算の算定対象
となる。ただし，この場合，理学療法士等が配置される曜日はあらかじめ定められ，利用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要があ
る。なお，認知症対応型通所介護事業所の看護職員が加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には，当該職務の時間は，認知症
対応型通所介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。
③ 　個別機能訓練を行うに当たっては，機能訓練指導員，看護職員，介護職員，生活相談員その他の職種の者が共同して，利用者ごとにそ
の目標，実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し，これに基づいて行った個別機能訓練の効果，実施方法等について評価等を行
う。なお，認知症対応型通所介護においては，個別機能訓練計画に相当する内容を認知症対応型通所介護計画の中に記載する場合は，その
記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。
④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３か月後に１回以上利用者に対して個別機能訓練計画の内容を説明する。利用者に対する説
明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとすること。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者の同意を得なけれ
ばならないこと。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の
適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
⑤ 　個別機能訓練に関する記録（実施時間，訓練内容，担当者等）は，利用者ごとに保管され，常に当該事業所の個別機能訓練の従事者に
より閲覧が可能であるようにすること。

Ｑ Ａ

　はり師・きゅう師を機能訓練指導員として雇う際に、実際
に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔
道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機
能訓練指導員を配置した事業所で6月以上機能訓練指導に
従事した経験を有することをどのように確認するのか。

　例えば、当該はり師・きゅう師が機能訓練指導に従事した事業
所の管理者が書面でそれを証していることを確認すれば、確認と
して十分である。 （平成30年３月23日） 問33）

　個別機能訓練加算に係る算定方法、内容等について示さ
れたい。

　当該個別機能訓練加算は、従来機能訓練指導員を配置するこ
とを評価していた体制加算を、機能訓練指導員の配置と共に、個
別に計画を立て、機能訓練を行うことを評価することとしたもので
あり、介護サービスにおいては実施日、（介護予防）特定施設入
居者生活介護サービス及び介護老人福祉施設サービスにおいて
は入所期間のうち機能訓練実施期間中において当該加算を算定
することが可能である。　なお、具体的なサービスの流れとして
は、「多職種が協同して、利用者毎にアセスメントを行い、目標設
定、計画の作成をした上で、機能訓練指導員が必要に応じた個
別機能訓練の提供を行い、その結果を評価すること」が想定され
る。また、行われる機能訓練の内容は、各利用者の心身伏況等
に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減
退を予防するのに必要な訓練を計画されたい。（平成18年４月改
定関係Q&A vol.3 問15）

　はり師・きゅう師を機能訓練指導員とする際に求められる
要件となる、「理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護
職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有
する機能訓練指導員を配置した事業所で6月以上機能訓練
指導に従事した経験」について、その実務時間・日数や実
務内容に規定はあるのか。

　要件にある以上の内容については細かく規定しないが、当然な
がら、当該はり師・きゅう師が機能訓練指導員として実際に行う業
務の頻度・内容を鑑みて、十分な経験を得たと当該施設の管理
者が判断できることは必要となる。（平成30年度介護報酬改定
Q&A （平成30年３月23日） 問32）
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【Q&A】

①

②

③
　個別機能訓練加算に係る算定方法、内容等について示さ
れたい。

　当該個別機能訓練加算は、従来機能訓練指導員を配置するこ
とを評価していた体制加算を、機能訓練指導員の配置と共に、個
別に計画を立て、機能訓練を行うことを評価することとしたもので
あり、介護サービスにおいては実施日、（介護予防）特定施設入
居者生活介護サービス及び介護老人福祉施設サービスにおいて
は入所期間のうち機能訓練実施期間中において当該加算を算定
することが可能である。　なお、具体的なサービスの流れとして
は、「多職種が協同して、利用者毎にアセスメントを行い、目標設
定、計画の作成をした上で、機能訓練指導員が必要に応じた個
別機能訓練の提供を行い、その結果を評価すること」が想定され
る。また、行われる機能訓練の内容は、各利用者の心身伏況等
に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減
退を予防するのに必要な訓練を計画されたい。（平成18年４月改
定関係Q&A vol.3 問15）

個別機能訓練加算（Ⅱ） 〇 〇 加算 27単位
（１日につき）

　要件にある以上の内容については細かく規定しないが、当然な
がら、当該はり師・きゅう師が機能訓練指導員として実際に行う業
務の頻度・内容を鑑みて、十分な経験を得たと当該施設の管理
者が判断できることは必要となる。（平成30年度介護報酬改定
Q&A （平成30年３月23日） 問32）

【報酬告示】別表３ 注８
　個別機能訓練加算(Ⅰ) を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に
当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用した場合

　はり師・きゅう師を機能訓練指導員として雇う際に、実際
に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔
道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機
能訓練指導員を配置した事業所で6月以上機能訓練指導に
従事した経験を有することをどのように確認するのか。

　例えば、当該はり師・きゅう師が機能訓練指導に従事した事業
所の管理者が書面でそれを証していることを確認すれば、確認と
して十分である。 （平成30年３月23日） 問33）

【留意事項通知】第２の４（７）
⑥　個別機能訓練加算（Ⅱ）を取得する場合、厚生労働省への情報の提出については、LIFEを用いて行うこととする。LIFEへの提出情報、提出
頻度等については、「科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参
照されたい。
　サービスの質の向上を図るため、LIFEへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた個別機能訓練計画の作成
（Plan）,当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do）,当該実施内容の評価（Check）,その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）
の一連のサイクル（PDCAサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。
　提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適宜活用されるものである。

Ｑ Ａ

　はり師・きゅう師を機能訓練指導員とする際に求められる
要件となる、「理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護
職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有
する機能訓練指導員を配置した事業所で6月以上機能訓練
指導に従事した経験」について、その実務時間・日数や実
務内容に規定はあるのか。
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ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） 〇 加算 30単位
（１月につき）

【留意事項通知】第２の３の２（８）
① ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)及び(Ⅱ)について
イ ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index を用いて行うものとする。
ロ 大臣基準告示（平成２７年厚生労働省告示第９５号）第16 号の２イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、ＬＩＦＥを用いて行うこととす
る。

【報酬告示】別表３ 注９
　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型
指定認知症対応型通所介護事業所において、利用者に対して指定認知症対応型通所介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大
臣が定める期間）の満了日の属する月の翌月から12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき所定単位数に加算す
る。ただし、Ⅰを算定している場合においては、Ⅱは算定しない。

【大臣基準告示】16の２　イ
　通所介護費、特定施設入居者生活介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、地域密着型特定施設入居者生活介護費、
地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護費及び介護福祉施設サービスにおける若ADL維持等加算の基準
　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴評価対象者（当該事業所又は当該施設の利用期間（⑵において「評価対象利用期間」という。）が６月を超える者をいう。以下この号において
同じ。）の総数が１０人以上であること。
⑵評価対象者全員について、評価対象利用期間の初月（以下「評価対象利用開始月」という。）と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目に
サービスの利用がない場合については当該サービスの利用があった最終の月）においてＡＤＬを評価し、その評価に基づく値（以下「ＡＤＬ値」と
いう。）を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に当該測定を提出していること。
⑶評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算して六月目の月に測定したＡＤＬ値から評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除し
て得た値を用いて一定の基準に基づき算出した値（以下「ＡＤＬ利得」という。）の平均値が１以上であること。

【利用者等告示】３７
　ＡＤＬ維持等加算の算定を開始する月の前年の同月から起算して１２月までの期間
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【Q&A】

①

②

③

④

Ｑ Ａ

　ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel
Index（以下「ＢＩ」という。）を用いて行うとあるが、「一定の研
修」とはなにか。

　事業所又は施設において、評価対象利用期間が６月を超
えるとは、どのような意味か。

　サービスの利用に当たり、６月以上のサービス提供に係る計画
を策定し、支援を行っていた場合において、計画期間の途中で当
該サービスを利用していない月があったとしても、当該月を除い
て６月以上利用していれば評価対象者に含まれる。

　これまでＡＤＬ維持等加算を算定していなかった事業所又
は施設が、令和３年度又は令和４年度に新たに算定をしよ
うとする場合の届出は、どのように行うのか。

・ 令和３年度に加算の算定を開始しようとする場合は、算定を開
始しようとする月の前月までに、介護給付費算定に係る体制等状
況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２ あり」
と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しようとする
月の末日までに、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利得に係る基準を満たすことを
確認し、加算の請求届出を行うこと。
・ 令和４年度以降に加算の算定を開始しようとする場合は、算定
を開始しようとする月の前年同月に、介護給付費算定に係る体制
等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２
あり」と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しよう
とする月の末日までに、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利得に係る基準を満たす
ことを確認し、加算の請求届出を行うこと。
・ なお、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２ あり」と届
け出たが、ＬＩＦＥでの確認の結果、ＡＤＬ利得に係る基準を満たさ
なかった場合に、今後、ＡＤＬ維持等加算を算定する意思がなけ
れば、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、届出
を「１ なし」に変更すること。

・ 一定の研修とは、様々な主体によって実施されるＢＩの測定方
法に係る研修を受講することや、厚生労働省において作成予定
のＢＩに関するマニュアル
（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html）及
びＢＩの測定についての動画等を用いて、ＢＩの測定方法を学習す
ることなどが考えられる。
・ また、事業所は、ＢＩによる評価を行う職員を、外部・内部の理学
療法士、作業療法士、言語聴覚士から指導を受ける研修に定期
的に参加させ、その参加履歴を管理することなどによりＢＩの測定
について、適切な質の管理を図る必要がある。加えて、これまで
ＢＩによる評価を実施したことがない職員が、はじめて評価を行う
場合には、理学療法士等の同席の下で実施する等の対応を行わ
ねばならない。

　ＬＩＦＥを用いたBarthel Index の提出は、合計値でよいの
か。

　令和３年度にＡＤＬ維持等加算を算定する場合に、ＬＩＦＥを用い
て提出するBarthel
Index は合計値でよいが、令和４年度以降にＡＤＬ維持等加算を
算定することを目的とし
て、Barthel Index を提出する場合は、項目ごとの値を提出する必
要がある。
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⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

　令和２年度のＡＤＬ値を遡って入力する際に、過去分のＡＤ
Ｌ値については評価者がリハビリ担当者や介護職であり、一
定の研修を受けていないが問題ないか。

　令和２年度分のＡＤＬ値については、適切に評価されていると事
業所又は施設が考える値であれば問題ない。令和３年度以降の
ＡＤＬ値は、一定の研修を受けた者が測定するものとする。

　同一施設内で予防サービスも行っている。要支援から要
介護になった方の評価期間はどうなるのか。

　要支援から要介護になった方については、要介護になった初月
が評価対象利用開始月となる。

　これまでＡＤＬ維持等加算の算定事業所は、国保連合会
からの審査結果を踏まえて決定されていたが、このフローは
どうなるのか。

　令和３年度については、算定を開始しようとする月の前月までに
申出を行うこと。令和４年度以降に算定を開始しようとする場合
は、当該算定を開始しようとする月の前年同月に届出を行うこと。

　これまでＡＤＬ維持等加算の算定事業所は、国保連合会
からの審査結果を踏まえて決定されていたが、このフローは
どうなるのか。

　各事業者がＬＩＦＥを用いてＡＤＬ利得が基準を満たすかどうかを
確認するため、従来のような国保連合会からの審査結果は送付
されない。

　これまでは評価対象利用開始月と、当該月から起算して６
月目の値で評価していたが、今回の改正で評価対象利用
開始月の翌月から起算して６月目となったのは、後の月が１
月ずれたということか。

　貴見のとおり。

　これまでは、初めてＡＤＬ維持等加算を算定しようとする事
業所は、前年度に「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」の届出
を指定権者に届け出る必要があったが、これに変更はある
のか。

　令和３年度については、算定を開始しようとする月の前月までに
申出を行うこと。令和４年度以降に算定を開始しようとする場合
は、当該算定を開始しようとする月の前年同月に届出を行うこと。
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⑪

⑫

⑬

　令和４年度もＡＤＬ維持等加算(Ⅲ)の算定を予定している
事業所は、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「Ａ
ＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」が「２ あり」、「ＡＤＬ維持等加
算Ⅲ」が「２ あり」という記載することで良いか。

　貴見のとおり。

　令和３年度介護報酬改定により、ＡＤＬ値の測定時期は
「評価対象利用開始月と当該月の翌月から起算して６月目」
となったが、令和３年度にＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算
定しようとする場合においても、ＡＤＬ値の測定時期は改定
後の基準に従うのか。

　令和３年度にＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定する場合にお
いて、令和３年４月１日までに体制届出を行っている場合につい
ては、評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測
定したＡＤＬ値を、評価対象利用開始月から起算して６月目の月
に測定したＡＤＬ値を持って代替することとして差し支えない。

　指定権者で「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）」をどのよう
に記載すればよいか。

　ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定しようとする事業所又は施
設は、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等
加算〔申出〕の有無」を「２ あり」、「ＡＤＬ維持等加算Ⅲ」を「１ な
し」とする。

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） 〇 加算 60単位
（１月につき） 【報酬告示】別表３ 注９

　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型
指定認知症対応型通所介護事業所において、利用者に対して指定認知症対応型通所介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大
臣が定める期間）の満了日の属する月の翌月から12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき所定単位数に加算す
る。ただし、Ⅱを算定している場合においては、Ⅰは算定しない。

【大臣基準告示】16の２　ロ
　通所介護費、特定施設入居者生活介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、地域密着型特定施設入居者生活介護費、
地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護費及び介護福祉施設サービスにおける若ADL維持等加算の基準
　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴　イ⑴及び⑵の基準に適合するものであること。
⑵　評価対象者のＡＤＬ利得の平均値が二以上であること。
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【Q&A】

①

②

③

【利用者等告示】３７
　ＡＤＬ維持等加算の算定を開始する月の前年の同月から起算して１２月までの期間

【留意事項通知】第２の３の２（８）
① ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)及び(Ⅱ)について
イ ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index を用いて行うものとする。
ロ 大臣基準告示（平成２７年厚生労働省告示第９５号）第16 号の２イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、ＬＩＦＥを用いて行うこととす
る。

Ｑ Ａ

　ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel
Index（以下「ＢＩ」という。）を用いて行うとあるが、「一定の研
修」とはなにか。

・ 一定の研修とは、様々な主体によって実施されるＢＩの測定方
法に係る研修を受講することや、厚生労働省において作成予定
のＢＩに関するマニュアル
（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html）及
びＢＩの測定についての動画等を用いて、ＢＩの測定方法を学習す
ることなどが考えられる。
・ また、事業所は、ＢＩによる評価を行う職員を、外部・内部の理学
療法士、作業療法士、言語聴覚士から指導を受ける研修に定期
的に参加させ、その参加履歴を管理することなどによりＢＩの測定
について、適切な質の管理を図る必要がある。加えて、これまで
ＢＩによる評価を実施したことがない職員が、はじめて評価を行う
場合には、理学療法士等の同席の下で実施する等の対応を行わ
ねばならない。

　ＬＩＦＥを用いたBarthel Index の提出は、合計値でよいの
か。

　令和３年度にＡＤＬ維持等加算を算定する場合に、ＬＩＦＥを用い
て提出するBarthel
Index は合計値でよいが、令和４年度以降にＡＤＬ維持等加算を
算定することを目的とし
て、Barthel Index を提出する場合は、項目ごとの値を提出する必
要がある。

　事業所又は施設において、評価対象利用期間が６月を超
えるとは、どのような意味か。

　サービスの利用に当たり、６月以上のサービス提供に係る計画
を策定し、支援を行っていた場合において、計画期間の途中で当
該サービスを利用していない月があったとしても、当該月を除い
て６月以上利用していれば評価対象者に含まれる。
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④

⑤

⑥

⑦

⑧

　これまでＡＤＬ維持等加算を算定していなかった事業所又
は施設が、令和３年度又は令和４年度に新たに算定をしよ
うとする場合の届出は、どのように行うのか。

・ 令和３年度に加算の算定を開始しようとする場合は、算定を開
始しようとする月の前月までに、介護給付費算定に係る体制等状
況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２ あり」
と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しようとする
月の末日までに、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利得に係る基準を満たすことを
確認し、加算の請求届出を行うこと。
・ 令和４年度以降に加算の算定を開始しようとする場合は、算定
を開始しようとする月の前年同月に、介護給付費算定に係る体制
等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２
あり」と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しよう
とする月の末日までに、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利得に係る基準を満たす
ことを確認し、加算の請求届出を行うこと。
・ なお、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２ あり」と届
け出たが、ＬＩＦＥでの確認の結果、ＡＤＬ利得に係る基準を満たさ
なかった場合に、今後、ＡＤＬ維持等加算を算定する意思がなけ
れば、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、届出
を「１ なし」に変更すること。

　これまでは、初めてＡＤＬ維持等加算を算定しようとする事
業所は、前年度に「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」の届出
を指定権者に届け出る必要があったが、これに変更はある
のか。

　令和３年度については、算定を開始しようとする月の前月までに
申出を行うこと。令和４年度以降に算定を開始しようとする場合
は、当該算定を開始しようとする月の前年同月に届出を行うこと。

　これまでＡＤＬ維持等加算の算定事業所は、国保連合会
からの審査結果を踏まえて決定されていたが、このフローは
どうなるのか。

　令和３年度については、算定を開始しようとする月の前月までに
申出を行うこと。令和４年度以降に算定を開始しようとする場合
は、当該算定を開始しようとする月の前年同月に届出を行うこと。

　これまでＡＤＬ維持等加算の算定事業所は、国保連合会
からの審査結果を踏まえて決定されていたが、このフローは
どうなるのか。

　各事業者がＬＩＦＥを用いてＡＤＬ利得が基準を満たすかどうかを
確認するため、従来のような国保連合会からの審査結果は送付
されない。

　これまでは評価対象利用開始月と、当該月から起算して６
月目の値で評価していたが、今回の改正で評価対象利用
開始月の翌月から起算して６月目となったのは、後の月が１
月ずれたということか。

　貴見のとおり。
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⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

　令和２年度のＡＤＬ値を遡って入力する際に、過去分のＡＤ
Ｌ値については評価者がリハビリ担当者や介護職であり、一
定の研修を受けていないが問題ないか。

　令和２年度分のＡＤＬ値については、適切に評価されていると事
業所又は施設が考える値であれば問題ない。令和３年度以降の
ＡＤＬ値は、一定の研修を受けた者が測定するものとする。

　同一施設内で予防サービスも行っている。要支援から要
介護になった方の評価期間はどうなるのか。

　要支援から要介護になった方については、要介護になった初月
が評価対象利用開始月となる。

　指定権者で「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）」をどのよう
に記載すればよいか。

　ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定しようとする事業所又は施
設は、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等
加算〔申出〕の有無」を「２ あり」、「ＡＤＬ維持等加算Ⅲ」を「１ な
し」とする。

　令和４年度もＡＤＬ維持等加算(Ⅲ)の算定を予定している
事業所は、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「Ａ
ＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」が「２ あり」、「ＡＤＬ維持等加
算Ⅲ」が「２ あり」という記載することで良いか。

　貴見のとおり。

　令和３年度介護報酬改定により、ＡＤＬ値の測定時期は
「評価対象利用開始月と当該月の翌月から起算して６月目」
となったが、令和３年度にＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算
定しようとする場合においても、ＡＤＬ値の測定時期は改定
後の基準に従うのか。

　令和３年度にＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定する場合にお
いて、令和３年４月１日までに体制届出を行っている場合につい
ては、評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測
定したＡＤＬ値を、評価対象利用開始月から起算して６月目の月
に測定したＡＤＬ値を持って代替することとして差し支えない。
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【Q&A】

①

②

【留意事項通知】第２の４（10）
　３の２（14）を準用する。
（※）受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め，その者を中心に，当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行う
こと。

　担当者とは何か。定めるにあたって担当者の資格要件は
あるか。

若年性認知症利用者受入加算

　一度本加算制度の対象者となった場合、６５歳以上になっ
ても対象のままか。

　65歳の誕生日の前々日までは対象である。 （平成21年４月改
定関係Ｑ＆Ａ vol.1 問101）

【大臣基準告示】18
　通所介護費、通所リハビリテーション費、短期入所生活介護費、短期入所療養介護費(老人性認知症疾患療養病棟(健康保険法等の一部を
改正する法律(平成十八年法律第八十三号)附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた介護保険法施行令
第四条第二項に規定する病床により構成される病棟をいう。以下「認知症病棟」という。)を有する病院における短期入所療養介護費を除く。)、
地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、小規模多機能型居宅介護費、認知症対応型共同生活介護費、看護小規模多機能型居
宅介護費、介護予防通所リハビリテーション費、介護予防短期入所生活介護費、介護予防短期入所療養介護費(認知症病棟を有する病院にお
ける介護予防短期入所療養介護費を除く。)、介護予防認知症対応型通所介護費、介護予防小規模多機能型居宅介護費及び介護予防認知
症対応型共同生活介護費における若年性認知症利用者受入加算の基準
　受け入れた若年性認知症利用者(介護保険法施行令第二条第六号に規定する初老期における認知症によって要介護者又は要支援者となっ
た者をいう。)ごとに個別の担当者を定めていること。

Ｑ Ａ

加算 60単位
（１日につき）

〇 加算

　若年性認知症利用者を担当する者のことで、施設や事業所の
介護職員の中から定めていただきたい。人数や資格等の要件は
問わない。 （平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ vol.1 問102）

【報酬告示】別表３ 注10
　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用
型指定認知症対応型通所介護事業所において、若年性認知症利用者に対して、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、若年性認知症
利用者受入加算として、1日につき60単位を所定単位数に加算する。

栄養アセスメント加算 50単位
（１月につき）

【報酬告示】別表３ 注1１
　いずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対
応型通所介護事業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決
すべき課題を把握することをいう。）を行った場合は、栄養アセスメント加算として、１月につき50単位を所定単位数に加算する。ただし、当該利
用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。
⑴当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。
⑵利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（注12において「管理栄養士等」という。）が共同して栄養
アセスメントを実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応じ対応すること。
⑶利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施の
ために必要な情報を活用していること。
⑷別に厚生労働大臣が定める基準に適合している単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介
護事業所であること。

【大臣基準告示】18の２
　通所介護費、通所リハビリテーション費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、看護小規模多機能型居宅介護費、介護予防
通所リハビリテーション費及び介護予防認知症対応型通所介護費における栄養アセスメント加算の基準
　通所介護費等算定方法（平成12年厚生省告示第27号）第６号に規定する基準に該当しないこと。
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【留意事項通知】第２の４（1１）　(３の２(15)を準用)
③ 栄養アセスメントについては、３月に１回以上、イからニまでに掲げる手順により行うこと。あわせて、利用者の体重については、１月毎に測
定すること。
イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。
ロ 管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、
解決すべき栄養管理上の課題の把握を行うこと。
ハ イ及びロの結果を当該利用者又はその家族に対して説明し、必要に応じ解決すべき栄養管理上の課題に応じた栄養食事相談、情報提供
等を行うこと。
ニ 低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者については、介護支援専門員と情報共有を行い、栄養改善加算に係る栄養改善
サービスの提供を検討するように依頼すること。
④ 原則として、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属す
る月は、栄養アセスメント加算は算定しないが、栄養アセスメント加算に基づく栄養アセスメントの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サービス
の提供が必要と判断された場合は、栄養アセスメント加算の算定月でも栄養改善加算を算定できること。
⑤ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報シ
ステム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。サービスの質の向上を図る
ため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた栄養管理の内容の決定（Plan）、当該決定に基づく支援の提
供（Do)、当該支援内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた栄養管理の内容の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイク
ル）により、サービスの質の管理を行うこと。提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するた
め、適宜活用されるものである。
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【Q&A】

①

【報酬告示】別表３ 注1２
　　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対し
て、栄養改善サービスを行った場合。
　ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行
うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定することができる。
（１）当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置していること。
（２）利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計
画を作成していること。
（３）利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、
利用者の栄養状態を定期的に記録していること。
（４）利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価している。
（５）厚生労働大臣の定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号第２８条１９）に適合している単独型・併設型指定認知症対応型通所介護
事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所であること。

　やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者につい
て、情報を提出すべき月において、当該月の中旬に評価を行う予
定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者に
ついて情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも
関わらず、システムトラブル等により提出ができなかった場合等、
利用者単位で情報の提出 ができなかった場合がある。
　また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪
化した入所者について、必須項目である体重等が測定できず、一
部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事業所・施設
の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能であ
る。
　ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等
に明記しておく必要がある。（令和３年度　VOL６　問２）

栄養改善加算 〇 加算 ３月以内の期
間に限り

１回につき
200単位

（月2回を限度）

Ａ

　要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、
すべて提出すること」とされているが、「やむを得ない場合」
とはどのような場合か。

Ｑ

【大臣基準告示】19
　通所介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、看護小規模多機能型居宅介護費、介護予防通所リハビリテーション費及
び介護予防認知症対応型通所介護費における栄養アセスメント加算の基準
　通所介護費等算定方法（平成12年厚生省告示第27号）第６号に規定する基準に該当しないこと。
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【Q&A】

①

②

【留意事項通知】第２の４（1２）(３の２(１６)を準用)
④ニ　 栄養改善サービスの提供に当たり、居宅における食事の状況を聞き取った結果、課題がある場合は、当該課題を解決するため、利用者
又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、居宅での食事状況・食事環境等の具体的な課題の把握や、主として食事の準備を
する者に対する栄養食事相談等の栄養改善サービスを提供すること
ホ　利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、概ね３月ごとに体重を測定する等により栄養状態の評価を行
い、その結果を当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医師に対して情報提供すること。

Ｑ Ａ

　当該加算が算定できる者の要件について、その他低栄養
状態にある又はそのおそれがあると認められる者とは具体
的内容如何。また、食事摂取量が不良の者（７５％以下）と
はどういった者を指すのか。

　その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる
者とは、以下のような場合が考えられる。

・ 医師が医学的な判断により低栄養状態にある又はそのおそれ
があると認める場合。
・ イ～ニの項目に掲げられている基準を満たさない場合であって
も、認定調査票の「えん下」、「食事摂取」、「口腔清潔」、「特別な
医療について」などの項目や、特記事項、主治医意見書などか
ら、低栄養状態にある又はそのおそれがあると、サービス担当者
会議において認められる場合。なお、低栄養状態のおそれがある
と認められる者とは、現状の食生活を続けた場合に、低栄養状態
になる可能性が高いと判断される場合を想定している。また、食
事摂取が不良の者とは、以下のような場合が考えられる。
・ 普段に比較し、食事摂取量が７５％以下である場合。
・ １日の食事回数が２回以下であって、１回あたりの食事摂取量
が普段より少ない場合。（平２１．３版　VOL６９　問１６）

　栄養改善サービスに必要な同意には、利用者又はその家
族の自署又は押印は必ずしも必要ではないと考えるが如
何。

　栄養改善サービスの開始などの際に、利用者又はその家族の
同意を口頭で確認した場合には、栄養ケア計画などに係る記録
に利用者又はその家族が同意した旨を記載すればよく、利用者
又はその家族の自署又は押印は必須ではない。（平２１．３版
VOL７９　問４）

口腔・栄養スクリーニング加
算（Ⅰ）

〇 加算 20単位
(１回につき)

【報酬告示】別表３ 注1３
　　厚生労働大臣の定める基準に適合する指定認知症対応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養
状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な
情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単位数に加
算する。ただし、当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合は算定せず、当該利用者が栄養改
善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。

（適用要件一覧） 603　認知症対応型通所介護費(31/62)
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【Q&A】

【Q&A】

Ａ

　令和２年 10 月以降に栄養スクリーニング加算を算定した
事業所において、令和３年４月に口腔・栄養スクリーニング
加算を算定できるか。

算定できる 。（令和３年度　VOL３　問２０）

【大臣基準告示】19の２　イ
　通所介護費、通所リハビリテーション費、認知症対応型通所介護費、看護小規模多機能型居宅介護費、介護予防認知症対応型通所介護費
における口腔・栄養スクリーニング加算の基準
⑴ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用者の口腔の健康状態に関する情報（当該利用
者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合にあっては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門
員に提供していること。
⑵ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状
態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。
⑶ 通所介護費等算定方法（平成１２年厚生省告示第２７号）第１号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。
⑷ 算定日が属する月が、次に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。
㈠栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄
養改善サービスが終了した日の属する月であること。
㈡当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間である又は当該口腔機能向上サービスが終了した日
の属する月であること。

Ｑ Ａ

　令和２年 10 月以降に栄養スクリーニング加算を算定した
事業所において、令和３年４月に口腔・栄養スクリーニング
加算を算定できるか。

算定できる 。（令和３年度　VOL３　問２０）

口腔・栄養スクリーニング加
算（Ⅱ）

〇 加算 ５単位
(１回につき)

【報酬告示】別表３ 注1３
　　厚生労働大臣の定める基準に適合する指定認知症対応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養
状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な
情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単位数に加
算する。ただし、当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合は算定せず、当該利用者が栄養改
善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。

【大臣基準告示】19の２　ロ
　通所介護費、通所リハビリテーション費、認知症対応型通所介護費、看護小規模多機能型居宅介護費、介護予防認知症対応型通所介護費
における口腔・栄養スクリーニング加算の基準
⑴ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
㈠イ⑴及び⑶に掲げる基準に適合すること。
㈡算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている
間である若しくは当該栄養改善サービスが終了した日の属する月であること。
㈢算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービ
スが終了した日の属する月ではないこと。
⑵ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
㈠イ⑵及び⑶に掲げる基準に適合すること。
㈡算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けて
いる間又は当該栄養改善サービスが終了した日の属する月ではないこと。
㈢算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービ
スが終了した日の属する月であること。

Ｑ
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【Q&A】

①

②

　それぞれ計画上に位置付けられているサービスが、適切に行わ
れるために必要な業務量が確保できているのであれば、兼務は
可能であり、口腔機能向上加算を算定することは可能である。
（平１８．２　全国会議　問４５）

　本来業務を行う看護師は、機能訓練指導員を兼務できる
こととなっているが、口腔機能向上加算の算定要件としての
看護師も兼務することは可能か。

口腔機能向上加算（Ⅰ） 〇 加算 ３月以内の期
間に限り１月に

２回を限度

１回につき
150単位

【報酬告示】別表３ 注14
　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又そのおそれのある利用者に
対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の
指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下「口腔機能向上サービス」）を行った場合
は、口腔機能向上加算として、当該基準に掲げる区分に従い、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき単位数を所定単位数に
加算する。ただし、口腔機能向上加算（Ⅱ）を算定している場合においては、口腔機能向上加算（Ⅰ）は算定しない。また、口腔機能向上サービ
スの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められ
る利用者については、引き続き算定することができる。

【大臣基準告示】５１の１１(２０を準用)　イ
　　認知症対応型通所介護費における口腔機能向上加算の基準
　次のいずれにも適合すること。
⑴言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。
⑵利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利
用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成していること。
⑶利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービス（指定居宅サービス介護
給付費単位数表の通所介護費の注18に規定する口腔機能向上サービスをいう。以下同じ。）を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期
的に記録していること。
⑷利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価していること。
⑸通所介護費等算定方法第１号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。

【留意事項通知】第２の４（14）(３の２(１８)を準用)
　④利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることから、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又
は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を講じることとする。なお、歯科医療を受診している場合であって、次のイ又はロ
のいずれかに該当する場合にあっては、加算は算定できない。
イ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定している場合
ロ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定していない場合であって、介護保険の口腔機能向上サービスとして
「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合。

Ｑ Ａ

　口腔機能向上加算について、歯科医療との重複の有無に
ついては、歯科医療機関又は事業所のいずれにおいて判
断するのか。

　歯科医療を受診している場合の口腔機能向上加算の取扱いに
ついて、患者又はその家族に説明した上、歯科医療機関が患者
又は家族等に提供する管理計画書（歯科疾患管理料を算定した
場合）等に基づき、歯科医療を受診した月に係る介護報酬の請求
時に、事業所において判断する。（平２１．４版　VOL７９　問１）

（適用要件一覧） 603　認知症対応型通所介護費(33/62)
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【Q&A】

①

②

Ｑ Ａ

口腔機能向上加算（Ⅱ） 〇 加算 ３月以内の期
間に限り１月に

２回を限度

１回につき
160単位

【報酬告示】別表３ 注14
　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又そのおそれのある利用者に
対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の
指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下「口腔機能向上サービス」）を行った場合
は、口腔機能向上加算として、当該基準に掲げる区分に従い、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき単位数を所定単位数に
加算する。ただし、口腔機能向上加算（Ⅱ）を算定している場合においては、口腔機能向上加算（Ⅰ）は算定しない。また、口腔機能向上サービ
スの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められ
る利用者については、引き続き算定することができる。

【大臣基準告示】５１の１１(２０を準用)　ロ
　認知症対応型通所介護費における口腔機能向上加算の基準
　次のいずれにも適合すること。
⑴　イ⑴から⑸までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑵　利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サービスの実施に当たって、当該情
報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。

【留意事項通知】第２の４（14）(３の２(１８)を準用)
　④利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることから、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又
は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を講じることとする。なお、歯科医療を受診している場合であって、次のイ又はロ
のいずれかに該当する場合にあっては、加算は算定できない。
イ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定している場合
ロ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定していない場合であって、介護保険の口腔機能向上サービスとして
「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合。

　本来業務を行う看護師は、機能訓練指導員を兼務できる
こととなっているが、口腔機能向上加算の算定要件としての
看護師も兼務することは可能か。

　それぞれ計画上に位置付けられているサービスが、適切に行わ
れるために必要な業務量が確保できているのであれば、兼務は
可能であり、口腔機能向上加算を算定することは可能である。
（平１８．２　全国会議　問４５）

　口腔機能向上加算について、歯科医療との重複の有無に
ついては、歯科医療機関又は事業所のいずれにおいて判
断するのか。

　歯科医療を受診している場合の口腔機能向上加算の取扱いに
ついて、患者又はその家族に説明した上、歯科医療機関が患者
又は家族等に提供する管理計画書（歯科疾患管理料を算定した
場合）等に基づき、歯科医療を受診した月に係る介護報酬の請求
時に、事業所において判断する。（平２１．４版　VOL７９　問１）

（適用要件一覧） 603　認知症対応型通所介護費(34/62)
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【Q&A】

①

科学的介護推進体制加算 【報酬告示】別表３ 注15
　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指
定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し指定認知症対応型通所介護を行った場合は、科学的介護推進体制加算として、１月につき
40単位を所定単位数に加算する。
⑴利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出し
ていること。
⑵必要に応じて認知症対応型通所介護計画を見直すなど、指定認知症対応型通所介護の提供に当たって、⑴に規定する情報その他指定認
知症対応型通所介護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。

〇 加算 １月につき
40単位

【留意事項通知】第２の４（１５）(３の２(１９)を準用)
② 情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関
連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。
③ 事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（Ｐ
ＤＣＡサイクル）により、質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが重要であり、具体的には、次のよ
うな一連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労働省に提出するだけでは、本加算の算定対象とはならない。
イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するためのサービス計画を作成する（Plan）。
ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重度化防止に資する介護を実施する（Do）。
ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事業所の特性やサービス提供の在り方について検証を行う
（Check）。
ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、サービスの質の更なる向上に努める（Action）。

Ｑ Ａ

　要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、
すべて提出すること」とされていれるが、「やむを得ない場
合」とはどのような場合か。

・ やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者につい
て、情報を提出すべき月において、当該月の中旬に評価を行う予
定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者に
ついて情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも
関わらず、システムトラブル等により提出ができなかった場合等、
利用者単位で情報の提出ができなかった場合がある。
・ また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪
化した入所者について、必須項目である体重等が測定できず、一
部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事業所・施設
の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能であ
る。
・ ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等
に明記しておく必要がある。
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②

③

④

【報酬告示】別表３ 注17
　単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物に居住する者又は単独
型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物から当該単独型・併設型指定認
知症対応型通所介護事業所若しくは共用型指定認知症対応型通所介護事業所に通う者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合
は、1日につき94単位を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる利用者に対して
送迎を行った場合は、この限りでない。

同一建物減算 ○ 減算 ▲94単位
（１日につき）

【区分支給限度基準額外告示】13
　指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型通所介護費のイ及びロの注3、注5及び注17（※同一建物減算）並びにハから
ホまでの規定による加算又は減算に係る費用の額並びに指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成十
八年厚生労働省告示第百二十八号)別表指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防認知症対応型通所介護費のイ
及びロの注3、注5及び注16並びにハからホまでの規定による加算又は減算に係る費用の額

　ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み
替え精度が内容の妥当性を含め客観的に検証された指標につい
て、測定者が、
－ ＢＩに係る研修を受け、
－ ＢＩへの読み替え規則を理解し、
－ 読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、
正確なBI を別途評価する等の対応を行い、提出することが必要
である。
【通所系・居住系サービス】
※ 平成30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成30 年
３月23 日）問30、問31 は削除する。
※ 平成30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（平成30 年
８月６日）問２は削除する。

 ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険
者番号等の個人情報が含まれるが、情報の提出に当たっ
て、利用者の同意は必要か。

　ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等
の個人情報を入力いた
だくが、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送ら
れるため、個人情報を収集するものではない。そのため、加算の
算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出自体につい
ては、利用者の同意は必要ない。

　加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１
人だけでも加算の算定に係る同意が取れない場合には算
定できないのか。

　加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる
場合であっても、当該者を含む原則全ての利用者又は入所者に
係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得られた利用
者又は入所者について算定が可能である。

　科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)若しくは
(Ⅱ)、自立支援促進加算、個別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリ
テーションマネジメント加算(Ａ)ロ若しくは(Ｂ)ロ、リハビリテー
ションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作
業療法及び言語聴覚療法に係る加算において、Barthel
Index（ＢＩ）のデータ提出に際して、老人保健健康増進等事
業において一定の読み替え精度について検証されているＩＣ
Ｆステージングから読み替えたものを提出してもよいか。
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【Q&A】

【Q&A】

①

②

③

　当該建物にエレベーターがない又は故障中の場合を指す。（平
成24年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.1 問55）

Ｑ Ａ

　指定認知症対応型通所介護において、送迎を行わないこ
とは可能か。

　指定認知症対応型通所介護事業所において、送迎が不要な利
用者がいる場合は、送迎を行わないことは可能である。（平成18
年全国介護保険担当課長ブロック会議資料Q&A 問49）

【留意事項通知】第２の４（16）
　３の２（20）（※）を準用する。
（※）①　同一建物の定義
　注24における「同一建物」とは，当該指定地域密着型通所介護事業所と構造上又は外形上，一体的な建築物を指すものであり，具体的に
は，当該建物の１階部分に指定地域密着型通所介護事業所がある場合や，当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し，同一敷地内
にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。
　また，ここでいう同一建物については，当該建築物の管理，運営法人が当該指定地域密着型通所介護事業所の指定地域密着型通所介護事
業者と異なる場合であっても該当するものであること。
② 　なお，傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が必要と認められる利用者に対して
送迎を行った場合は，例外的に減算対象とならない。
　具体的には，傷病により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者であって，かつ建物の構造上自力での通所が困難である者
に対し，２人以上の従業者が，当該利用者の居住する場所と当該指定地域密着型通所介護事業所の間の往復の移動を介助した場合に限ら
れること。ただし，この場合，２人以上の従業者による移動介助を必要とする理由や移動介助の方法及び期間について，介護支援専門員と
サービス担当者会議等で慎重に検討し，その内容及び結果について地域密着型通所介護計画に記載すること。また，移動介助者及び移動介
助時の利用者の様子等について，記録しなければならない。

Ｑ Ａ

　「建物の構造上自力での通所が困難」とは、具体的にどの
ような場合か。

　指定通所介護事業所等の設備を利用した宿泊サービスを
利用する場合の送迎減算の考え方如何。

　宿泊サービスを利用するしないにかかわらず、送迎をしていな
ければ減算となる。。（平成27年度介護報酬改定に関するQ&A
（平成27年4月1日）問60）

　送迎減算は、個別サービス計画上、送迎が往復か片道か
を位置付けさせた上で行うことになるため、利用者宅に迎え
に行ったが、利用者や家族等の都合で結果的に利用者の
家族等が、事業所まで利用者を送った場合には、減算の対
象とならないのか。

　送迎減算の有無に関しては、個別サービス計画上、送迎が往
復か片道かを位置付けさせた上で、実際の送迎の有無を確認の
上、送迎を行っていなければ減算となる。（平成27年度介護報酬
改定に関するQ&A（平成27年4月1日）問61）

減算 ▲47単位
（片道につき）

【報酬告示】別表３ 注18
　利用者に対して、その居宅と単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所との間の送
迎を行わない場合は、片道につき47単位を所定単位数から減算する。

【留意事項通知】第２の４（17）
　３の２（21）（※）を準用する。
（※）利用者が自ら指定地域密着型通所介護事業所に通う場合、利用者の家族等が指定地域密着型通所介護事業所への送迎を行う場合な
ど、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者が利用者の居宅と指定地域密着型通所介護事業所との間の送迎を実施していない場合
は、片道につき減算の対象となる。ただし、注24（※同一建物減算） の減算の対象となっている場合には、当該減算の対象とはならない。

送迎減算 ○
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④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

　通所介護等について、事業所の職員が徒歩で利用者の送
迎を実施した場合には、車両による送迎ではないが、送迎
を行わない場合の減算対象にはならないと考えて良いか。

　徒歩での送迎は、減算の対象にはならない。（平成27年度介護
報酬改定に関するQ&A（平成27年4月1日）問62）

・送迎については、通所サービスの介護報酬において評価してお
り、利用者の心身の状況により通所サービスの事業所の送迎車
を利用することができないなど特別な事情のない限り、訪問介護
員等による送迎を別途訪問介護費として算定することはできな
い。
・ただし、利用者が、居宅から病院等の目的地を経由して通所
サービスの事業所へ行く場合や、通所サービスの事業所から病
院等の目的地を経由して居宅へ帰る場合等、一定の条件の下
に、令和３年度から訪問介護費を算定することができることとす
る。
・なお、訪問介護員等により送迎が行われる場合、当該利用者が
利用している通所サービスの事業所の従業者が当該利用者の居
宅と事業所間の送迎を実施していないため、送迎減算が適用さ
れることに留意すること。（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.3
問30）

　デイサービス等への送り出しなどの送迎時における居宅
内介助等について、通所介護事業所等が対応できない場
合は、訪問介護の利用は可能なのか。居宅内介助等が可
能な通所介護事業所等を探す必要があるのか。

１　通所介護等の居宅内介助については、独居など一人で身の
回りの支度ができず、介助が必要となる場合など個別に必要性を
判断の上、居宅サービス計画及び個別サービス計画に位置付け
て実施するものである。
２　現在、訪問介護が行っている通所サービスの送迎前後に行わ
れている介助等について、一律に通所介護等で対応することを求
めているものではない。
例えば、食事介助に引き続き送迎への送り出しを行うなど訪問介
護による対応が必要な利用者までも、通所介護等での対応を求
めるものではない。（平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（平
成27年4月1日）問52）

　送迎時に居宅内で介助した場合は30分以内であれば所
要時間に参入してもよいとあるが、同一建物又は同一敷地
内の有料老人ホーム等に居住している利用者へ介護職員
が迎えに行き居宅内介助した場合も対象とすることでよい
か。

　対象となる。（平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（平成27
年4月1日）問53）

　送迎時における居宅内介助等については、複数送迎する
場合は、車内に利用者を待たせることになるので、個別に
送迎する場合のみが認められるのか。

　個別に送迎する場合のみに限定するものではないが、居宅内
介助に要する時間をサービスの提供時間に含めることを認めるも
のであることから、他の利用者を送迎時に車内に待たせて行うこ
とは認められない。（平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（平
成27年4月1日）問54）

　訪問介護員等による送迎で通所サービスを利用する場
合、介護報酬はどのよう算定すればよいか。

　居宅内介助等を実施した時間を所要時間として、居宅
サービス計画及び個別サービス計画に位置づけた場合、算
定する報酬区分の所要時間が利用者ごとに異なる場合が
生じてもよいか。

　サービスの提供に当たっては、サービス提供の開始・終了タイミ
ングが利用者ごとに前後することはあり得るものであり、単位内
でサービスの提供時間の異なる場合が生じても差し支えない。
（平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（平成27年4月1日）問
55）

（適用要件一覧） 603　認知症対応型通所介護費(38/62)



実
施

体
制

加算・減算名 加算・減算 加算・減算適用要件

⑩

⑪

【Q&A】

サービス提供体制強化加算
（Ⅰ）

〇 加算 ２２単位
(１回につき) 【報酬告示】別表３ ハ

　　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、市町村長に届け出た認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、認知症対応
型通所介護サービスを行った場合。ただし、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）を算定している場合においては、サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
及び（Ⅲ）は算定しない。

【大臣基準告示】５２　イ
　認知症対応型通所介護費におけるサービス提供体制強化加算の基準
　次のいずれにも適合すること。
⑴ 次のいずれかに適合すること。
①単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第４２条第１項に規定する単独型・併設型指定認知症対
応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第４５条第１項に規定
する共用型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）の介護職員の総数（共用型指定認知症対応型通所介護事業所にあって
は、設備を共用する指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型サービス基準第９０条第１項に規定する指定認知症対応型共同
生活介護事業所をいう。以下同じ。）、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準第７０条第１
項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老
人福祉施設の介護職員の総数を含む。以下同じ。）のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の７０以上であること。
②単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数１０
年以上の介護福祉士の占める割合が１００分の２５以上であること。
⑵ 通所介護費等算定方法第６号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。

Ｑ Ａ

　送迎減算は、送迎を行う利用者が利用している事業所の従業
者（問中の事例であれば、Ａ事業所の従業者）が当該利用者の居
宅と事業所間の送迎を実施していない場合に適用されるもので
あることから、適用される。ただし、Ｂ事業所の従業者がＡ事業所
と雇用契約を締結している場合は、Ａ事業所の従業者（かつＢ事
業所の従業者）が送迎を実施しているものと解されるため、この
限りではない。（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.3 問31）

　Ａ事業所の利用者について、Ｂ事業所の従業者が当該利
用者の居宅とＡ事業所との間の送迎を行った場合、送迎減
算は適用されるのか。

Ａ事業所の利用者について、Ａ事業所が送迎に係る業務を
委託した事業者により、当該利用者の居宅とＡ事業所との
間の送迎が行われた場合、送迎減算は適用されるのか。

　指定通所介護等事業者は、指定通所介護等事業所ごとに、当
該指定通所介護等事業所の従業者によって指定通所介護等を
提供しなければならないこととされている。ただし、利用者の処遇
に直接影響を及ぼさない業務についてはこの限りではないことか
ら、各通所介護等事業所の状況に応じ、送迎に係る業務につい
て第三者へ委託等を行うことも可能である。なお、問中の事例に
ついて、送迎に係る業務が委託され、受託した事業者により、利
用者の居宅と事業所との間の送迎が行われた場合は、送迎減算
は適用されない。（令和３年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ vol.3 問32）
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①

②

③

　要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修
了証明書の交付まで求めるものではなく、例えば介護福祉士に
ついては、平成２１年３月３１日に介護福祉士国家試験の合格又
は養成校の卒業を確認し、翌月以降に登録をした者については、
平成２１年４月において介護福祉士として含めることができる。ま
た、研修については、全カリキュラムを修了していれば、修了証明
書の交付を待たずに研修修了者として含めることが可能である。
　なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者
の、試験合格等の事実を試験センターのホームページ等で受験
票と突合する等して確認し、当該職員に対し速やかな登録等を促
すとともに、登録又は修了の事実を確認するべきものであること。
（平２１．３版　VOL６９問２）

　特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件
のうち、計画的な研修の実施に係る要件の留意事項を示さ
れたい。

　訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。下記③及び④
において同じ。）ごとに研修計画を策定されることとしているが、当
該計画の期間については定めていないため、当該訪問介護員等
の技能や経験に応じた適切な期間を設定する等、柔軟な計画策
定をされたい。
　また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問介護員等
ごとに策定することとされているが、この訪問介護員等ごとの計
画については、職責、経験年数、勤続年数、所有資格及び本人
の意向等に応じ、職員をグループ分けして作成することも差し支
えない。 なお、計画については、すべての訪問介護員等が概ね１
年の間に１回以上、なんらかの研修を実施できるよう策定するこ
と。（平２１．３版　VOL６９　問３）

　特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件
のうち、定期的な健康診断の実施に係る要件の留意事項を
示されたい。

　本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断
を実施することが義務づけられた「常時使用する労働者」に該当
しない訪問介護員等を含めた、すべての訪問介護員等に対して、
１年以内ごとに１回、定期的に医師による健康診断を、事業所の
負担により実施することとしている。
また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等に対す
る健康診断については、労働安全衛生法における取扱いと同
様、訪問介護員等が事業者の実施する健康診断を本人の都合で
受診しない場合については、他の医師による健康診断（他の事業
所が実施した健康診断を含む。）を受診し、その者が当該健康診
断の結果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を
省略できるほか、費用については本人負担としても差し支えない
（この取扱いについては、高齢者の医療の確保に関する法律によ
り保険者が行う特定健康診査については、同法第２１条により労
働安全衛生法における健康診断が優先されることが定められて
いるが、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等につ
いては、同条の適用はないことから、同様の取扱いとして差し支
えない。）。（平２１．３版　VOL６９　問４）

　特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算におけ
る介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者若しくは
一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取
得している者とされているが、その具体的取扱いについて
示されたい。

（適用要件一覧） 603　認知症対応型通所介護費(40/62)



実
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体
制

加算・減算名 加算・減算 加算・減算適用要件

④

⑤

⑥

【Q&A】

【大臣基準告示】５２　ロ
　認知症対応型通所介護費におけるサービス提供体制強化加算の基準
　次のいずれにも適合すること。
（１）単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士
の占める割合が１００分の４０以上であること。
（２）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

Ｑ Ａ

　同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）に
おける勤続年数や異なる業種（直接処遇職種）における勤
続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業
の承継時にも通算できるのか。
　また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士
である場合にも通算できるのか

　　同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や
異なる職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数に
ついては通算することができる。また、事業所の合併又は別法人
による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に
変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認め
られる場合には、勤続年数を通算することができる。
　ただし、グループ法人については、たとえ理事長等が同じであっ
たとしても、通算はできない。（平２１．３版　VOL６９　問５）

サービス提供体制強化加算
（Ⅱ）

〇 加算 １８単位
(１回につき) 【報酬告示】別表３ ハ

　　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、市町村長に届け出た認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、認知症対応
型通所介護サービスを行った場合。ただし、サービス提供体制強化加算（Ⅱ）を算定している場合においては、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
及び（Ⅲ）は算定しない。

　「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法に
より算出した平均を用いる」こととされている平成２１年度の
１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満た
ない事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った
場合はどう取扱うか。

　サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、
老企第３６号等において以下のように規定されているところであ
り、これに従った取扱いとされたい。
「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた
場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速や
かにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が
算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わな
いものとする。」
　具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１
２月から平成２１年２月までの実績に基づいて３月に届出を行う
が、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準を下回って
いた場合は、その事実が発生した日から加算の算定は行わない
こととなるため、平成２１年４月分の算定はできない取扱いとな
る。（平２１．３版　VOL６９　問１０）

産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。
　産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続している
ことから、勤続年数に含めることができる。（平２１．３版　VOL６９
問６）

（適用要件一覧） 603　認知症対応型通所介護費(41/62)
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加算・減算名 加算・減算 加算・減算適用要件

①

②

③
　特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件
のうち、定期的な健康診断の実施に係る要件の留意事項を
示されたい。

　本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断
を実施することが義務づけられた「常時使用する労働者」に該当
しない訪問介護員等を含めた、すべての訪問介護員等に対して、
１年以内ごとに１回、定期的に医師による健康診断を、事業所の
負担により実施することとしている。また、「常時使用する労働者」
に該当しない訪問介護員等に対する健康診断については、労働
安全衛生法における取扱いと同様、訪問介護員等が事業者の実
施する健康診断を本人の都合で受診しない場合については、他
の医師による健康診断（他の事業所が実施した健康診断を含
む。）を受診し、その者が当該健康診断の結果を証明する書面を
提出したときは、健康診断の項目を省略できるほか、費用につい
ては本人負担としても差し支えない（この取扱いについては、高
齢者の医療の確保に関する法律により保険者が行う特定健康診
査については、同法第２１条により労働安全衛生法における健康
診断が優先されることが定められているが、「常時使用する労働
者」に該当しない訪問介護員等については、同条の適用はないこ
とから、同様の取扱いとして差し支えない。）。（平２１．３版　VOL
６９　問４）

　特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算におけ
る介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者若しくは
一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取
得している者とされているが、その具体的取扱いについて
示されたい。

　要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修
了証明書の交付まで求めるものではなく、例えば介護福祉士に
ついては、平成２１年３月３１日に介護福祉士国家試験の合格又
は養成校の卒業を確認し、翌月以降に登録をした者については、
平成２１年４月において介護福祉士として含めることができる。ま
た、研修については、全カリキュラムを修了していれば、修了証明
書の交付を待たずに研修修了者として含めることが可能である。
　なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者
の、試験合格等の事実を試験センターのホームページ等で受験
票と突合する等して確認し、当該職員に対し速やかな登録等を促
すとともに、登録又は修了の事実を確認するべきものであること。
（平２１．３版　VOL６９問２）

　特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件
のうち、計画的な研修の実施に係る要件の留意事項を示さ
れたい。

　訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。下記③及び④
において同じ。）ごとに研修計画を策定されることとしているが、当
該計画の期間については定めていないため、当該訪問介護員等
の技能や経験に応じた適切な期間を設定する等、柔軟な計画策
定をされたい。また、計画の策定については、全体像に加えて、
訪問介護員等ごとに策定することとされているが、この訪問介護
員等ごとの計画については、職責、経験年数、勤続年数、所有資
格及び本人の意向等に応じ、職員をグループ分けして作成するこ
とも差し支えない。 なお、計画については、すべての訪問介護員
等が概ね１年の間に１回以上、なんらかの研修を実施できるよう
策定すること。（平２１．３版　VOL６９　問３）

（適用要件一覧） 603　認知症対応型通所介護費(42/62)
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④

⑤

⑥

【Q&A】

　「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法に
より算出した平均を用いる」こととされている平成２１年度の
１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満た
ない事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った
場合はどう取扱うか。

　サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、
老企第３６号等において以下のように規定されているところであ
り、これに従った取扱いとされたい。
「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた
場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速や
かにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が
算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わな
いものとする。」
　具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１
２月から平成２１年２月までの実績に基づいて３月に届出を行う
が、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準を下回って
いた場合は、その事実が発生した日から加算の算定は行わない
こととなるため、平成２１年４月分の算定はできない取扱いとな
る。（平２１．３版　VOL６９　問１０）

サービス提供体制強化加算
（Ⅲ）

〇 加算 ６単位
(１回につき) 【報酬告示】別表３ ハ

　　厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、市町村長に届け出た認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、認知症対応
型通所介護サービスを行った場合。ただし、サービス提供体制強化加算（Ⅲ）を算定している場合においては、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
及び（Ⅱ）は算定しない。

【大臣基準告示】５２　ハ
　認知症対応型通所介護費におけるサービス提供体制強化加算の基準
　次のいずれにも適合すること。
（１）単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士
の占める割合が１００分の４０以上であること。
（２）単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所の指定認知症対応型通所介護を利用
者に直接提供する職員の総数（共用型指定認知症対応型通所介護事業所にあっては、設備を共用する指定認知症対応型共同生活介護事業
所、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設の指定認知症対応
型共同生活介護（指定地域密着型サービス基準第８９条に規定する指定認知症対応型共同生活介護をいう。）、指定介護予防認知症対応型
共同生活介護（指定地域密着型介護予防サービス基準第６９条に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護をいう。）、指定地域密
着型特定施設入居者生活介護（指定地域密着型サービス基準第１０９条第１項に規定する指定地域密着型特定施設入居者生活介護をいう。
以下同じ。）又は指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（指定地域密着型サービス基準第１３０条第１項に規定する指定地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護をいう。）を直接提供する職員の総数を含む。）のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が１００分
の３０以上であること。
（３）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

　同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）に
おける勤続年数や異なる業種（直接処遇職種）における勤
続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業
の承継時にも通算できるのか。
　また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士
である場合にも通算できるのか

　　同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や
異なる職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数に
ついては通算することができる。また、事業所の合併又は別法人
による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に
変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認め
られる場合には、勤続年数を通算することができる。
　ただし、グループ法人については、たとえ理事長等が同じであっ
たとしても、通算はできない。（平２１．３版　VOL６９　問５）

産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。
　産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続している
ことから、勤続年数に含めることができる。（平２１．３版　VOL６９
問６）

（適用要件一覧） 603　認知症対応型通所介護費(43/62)
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①

②

③

　特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算におけ
る介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者若しくは
一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取
得している者とされているが、その具体的取扱いについて
示されたい。

　要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修
了証明書の交付まで求めるものではなく、例えば介護福祉士に
ついては、平成２１年３月３１日に介護福祉士国家試験の合格又
は養成校の卒業を確認し、翌月以降に登録をした者については、
平成２１年４月において介護福祉士として含めることができる。ま
た、研修については、全カリキュラムを修了していれば、修了証明
書の交付を待たずに研修修了者として含めることが可能である。
　なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者
の、試験合格等の事実を試験センターのホームページ等で受験
票と突合する等して確認し、当該職員に対し速やかな登録等を促
すとともに、登録又は修了の事実を確認するべきものであること。
（平２１．３版　VOL６９問２）

　特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件
のうち、計画的な研修の実施に係る要件の留意事項を示さ
れたい。

　訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。下記③及び④
において同じ。）ごとに研修計画を策定されることとしているが、当
該計画の期間については定めていないため、当該訪問介護員等
の技能や経験に応じた適切な期間を設定する等、柔軟な計画策
定をされたい。
　また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問介護員等
ごとに策定することとされているが、この訪問介護員等ごとの計
画については、職責、経験年数、勤続年数、所有資格及び本人
の意向等に応じ、職員をグループ分けして作成することも差し支
えない。なお、計画については、すべての訪問介護員等が概ね１
年の間に１回以上、なんらかの研修を実施できるよう策定するこ
と。（平２１．３版　VOL６９　問３）

　特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件
のうち、定期的な健康診断の実施に係る要件の留意事項を
示されたい。

　本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断
を実施することが義務づけられた「常時使用する労働者」に該当
しない訪問介護員等を含めた、すべての訪問介護員等に対して、
１年以内ごとに１回、定期的に医師による健康診断を、事業所の
負担により実施することとしている。また、「常時使用する労働者」
に該当しない訪問介護員等に対する健康診断については、労働
安全衛生法における取扱いと同様、訪問介護員等が事業者の実
施する健康診断を本人の都合で受診しない場合については、他
の医師による健康診断（他の事業所が実施した健康診断を含
む。）を受診し、その者が当該健康診断の結果を証明する書面を
提出したときは、健康診断の項目を省略できるほか、費用につい
ては本人負担としても差し支えない（この取扱いについては、高
齢者の医療の確保に関する法律により保険者が行う特定健康診
査については、同法第２１条により労働安全衛生法における健康
診断が優先されることが定められているが、「常時使用する労働
者」に該当しない訪問介護員等については、同条の適用はないこ
とから、同様の取扱いとして差し支えない。）。（平２１．３版　VOL
６９　問４）

Ｑ Ａ
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④

⑤

⑥

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 〇 104／1000加算

　同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）に
おける勤続年数や異なる業種（直接処遇職種）における勤
続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業
の承継時にも通算できるのか。
　また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士
である場合にも通算できるのか

　　同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や
異なる職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数に
ついては通算することができる。また、事業所の合併又は別法人
による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に
変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認め
られる場合には、勤続年数を通算することができる。ただし、グ
ループ法人については、たとえ理事長等が同じであったとしても、
通算はできない。（平２１．３版　VOL６９　問５）

産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。
　産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続している
ことから、勤続年数に含めることができる。（平２１．３版　VOL６９
問６）

　「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法に
より算出した平均を用いる」こととされている平成２１年度の
１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満た
ない事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った
場合はどう取扱うか。

　サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、
老企第３６号等において以下のように規定されているところであ
り、これに従った取扱いとされたい。
「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた
場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速や
かにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が
算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わな
いものとする。」
　具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１
２月から平成２１年２月までの実績に基づいて３月に届出を行う
が、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準を下回って
いた場合は、その事実が発生した日から加算の算定は行わない
こととなるため、平成２１年４月分の算定はできない取扱いとな
る。（平２１．３版　VOL６９　問１０）

【報酬告示】別表３ ニ
　　厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定
認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合。
　ただし、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）を算定している場合においては、介護職員処遇改善加算（Ⅱ）及び（Ⅲ）は算定しない。
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介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 〇 加算 76／1000
【報酬告示】別表３ ニ
　厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認
知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合。
　ただし、介護職員処遇改善加算（Ⅱ）を算定している場合においては、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）及び（Ⅲ）は算定しない。

【大臣基準告示】５３（４８を準用）　ロ
　認知症対応型通所介護費における介護職員処遇改善加算の基準
　イ(1)から(6)まで、(7)（１）から（４）まで及び(8)に掲げる基準のいずれにも該当すること。

【報酬告示】別表３ ニ
　厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認
知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合。
　ただし、介護職員処遇改善加算（Ⅲ）を算定している場合においては、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）は算定しない。

【大臣基準告示】５３（４８を準用）　イ
　認知症対応型通所介護費における介護職員処遇改善加算の基準
　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　(１)　介護職員の賃金(退職手当を除く。)の改善(以下「賃金改善」という。)に要する費用の見込額(賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負
担の増加分を含むことができる。以下同じ。)が介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基
づき適切な措置を講じていること。
　(２)　指定通所介護事業所において、(1)の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の
計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事(地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２５２
条の１９第１項の指定都市(以下「指定都市」という。)及び同法第２５２条の２２第１項の中核市(以下「中核市」という。)にあっては、指定都市又
は中核市の市長。第３５号及び第６６号を除き、以下同じ。)に届け出ていること。
　(３)　介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事
業の継続を図るために介護職員の賃金水準(本加算による賃金改善分を除く。)を見直すことはやむを得ないが、その内容について都道府県知
事に届け出ること。
　(４)　当該指定通所介護事業所において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告すること。
　(５)　算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法(昭和２２年法律第４９号)、労働者災害補償保険法(昭和２２年法律第５０号)、最低
賃金法(昭和３４年法律第１３７号)、労働安全衛生法(昭和４７年法律第５７号)、雇用保険法(昭和４９年法律第１１６号)その他の労働に関する法
令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。
　(６)　当該指定通所介護事業所において、労働保険料(労働保険の保険料の徴収等に関する法律(昭和４４年法律第８４号)第１０条第２項に規
定する労働保険料をいう。以下同じ。)の納付が適正に行われていること。
　(７)　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　　(一)　介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件(介護職員の賃金に関するものを含む。)を定めていること。
　　(二)　(一)の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。
　　(三)　介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。
　　(四)　(三)について、全ての介護職員に周知していること。
　　(五)　介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。
　　(六)　(五)について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。
　(８)　⑵の届出に係る計画の期間中に実施する介護職員の処遇改善の内容(賃金改善に関するものを除く。)及び当該介護職員の処遇改善に
要する費用の見込額を全ての職員に周知していること。

介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 〇 加算 42／1000
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【Q&A】

①

②

③

【大臣基準告示】５３（４８を準用）　ハ
　認知症対応型通所介護費における介護職員処遇改善加算の基準
　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(１)　イ(1)から(6)まで、(7)（１）から（４）まで及び(8)に掲げる基準のいずれにも該当すること。
(２)　次に掲げる基準のいずれかに適合すること。
(一)　a　介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件(介護職員の賃金に関するものを含む。)を定めていること。
　　　 ｂ　aの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。
(二)　次に掲げる要件の全てに適合すること。
　　　 a　介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。
　　　 b　aについて、全ての介護職員に周知していること。

Ｑ Ａ

介護職員処遇改善計画書における賃金改善実施期間はい
つから、いつまでか。

　加算における賃金改善を実施する期間であり、当該加算は平成
24年4月から算定が可能となるため、その賃金改善実施期間につ
いても原則４月（年度の途中で加算の算定を受ける場合、当該加
算を受けた月）から翌年の３月までとなる。
　なお、交付金を受けている場合等により、賃金改善期間の重複
が発生する等の理由がある場合は、賃金改善実施期間を６月か
ら翌年５月までとするなど柔軟な対応をとられたい。
（平２４．３版　VOL２６７　問２２４）

介護職員処遇改善計画書や報告書に関する証拠書類とし
て事業者から求める書類について、国から基準は示される
のか。

　労働基準法（昭和22年法律第49号）第８９条に規定する就業規
則や就業規則と別に作成している賃金・退職手当・臨時の賃金等
に関する規程を想定している。（平２４．３版　VOL２６７　問２２５）

介護職員処遇改善計画書、実績報告の様式を変更してもよ
いか。

　３月１６日付け老発０３１６第２号通知で様式例をお示ししたとお
りであり、指定権者をまたいで複数事業所を一括して法人単位で
介護職員処遇改善計画書を作成することもあり、事務の簡素化
の観点から、特段の事情のない限り同様式例を活用して頂きた
い。（平２４．３版　VOL２６７　問２２６）

介護職員処遇改善加算
Q&A
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④

⑤

⑥

⑦

⑧

　介護職員の資質向上の支援に関する計画には、具体的に
どのような内容が必要か。

　当該計画については、特に基準等を設けておらず、事業者の運
営方針や事業者が求める介護職員像及び介護職員のキャリア志
向に応じて適切に設定されたい。
　また、計画の期間は必ずしも賃金改善実施期間と合致しなくて
も良い。
　なお、目標を例示すれば、次のようなものが考えられる
（１）　利用者のニーズに応じた良質なサービス提供するために、
介護職員が技術・能力（例：介護技術、コミュニケーション能力、
協調性、問題解決能力、マネジメント能力等）の向上に努めるこ
と。
（２）　事業所全体での資格等（例：介護福祉士、介護職員基礎研
修、訪問介護員研修等）の取得率向上
（平２４．３版　VOL２６７　問２２７）

　介護職員処遇改善加算に係る、厚生労働大臣が別に定
める基準の内容のうち、イ⑹の「労働保険料の納付が適正
に行われていること」について具体的に内容を確認すれば
よいか。

　加算の算定をしようとする事業所における従事者に対する労働
保険の加入状況が適切に行われていることが必要となるため、
労働保険保険関係成立届等の納入証明書（写）等を提出書類に
添付する等により確認する。（平２４．３版　VOL２６７　問２２８）

実績報告書の提出期限はいつなのか。

　各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月
の末日までに、介護職員処遇改善実績報告書を提出する。
例：加算を算定する最後のサービス提供月が３月の場合、５月支
払となるため、２か月後の７月末となる。（平２４．３版　VOL２６７
問２２９）

　キャリアパス及び労働保険納付に関する確認資料は、交
付金申請事業所からも改めて提出を求める必要があるか。

　介護職員処遇改善交付金を受けている事業所について、都道
府県に届出をする場合は、キャリアパス及び労働保険納付に関
する確認資料に変更がない場合、省略を可能とする。
　また、指定都市又は中核市については、都道府県から指定事
務等の一環として、これらの確認資料を引き継ぐ場合について
は、省略を可能とする。
　地域密着型サービスについて、新たに市町村に届出が必要とな
る場合については、都道府県に提出している資料と同様のものの
提出が必要となる。
（平２４．３版　VOL２６７　問２３０）

　賃金改善等の処遇改善計画の介護職員への周知方法の
確認について、回覧形式で判子を押印した計画書の写しを
提出させること等が考えられるが、具体的にどのように周知
すればよいか。

　賃金改善計画等の周知については、全従事者が閲覧できる掲
示板等への掲示や全従事者への文書による通知等が考えられる
が、各法人・事業所において適切な方法で実施することが必要で
ある。（平２４．３版　VOL２６７　問２３１）
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⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

　労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に科せられて
いないことは、どのようにして確認するのか。

　事業所の指定を行う際と同様に、届出を行う事業所に誓約書等
の提出を求めることにより確認する。（平２４．３版　VOL２６７　問
２３２）

　介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の定
めには、最低限、どのような内容が必要か。

　職責や職務内容等については、特に基準等を設けておらず、事
業者の運営方針等に基づいて設定することが必要である。（平２
４．３版　VOL２６７　問２３３）

　介護職員処遇改善計画書の作成について、当該計画の
内容が変更になった場合は、改めて都道府県知事等に届
け出る必要があるのか。また、当該計画は、事業年度を超
えて作成することはできないと解してよろしいか。

　加算を算定する際に提出した介護職員処遇改善計画書等に変
更があった場合には、必要な事項を記載した変更の届出を行う。
なお、加算取得に影響のない軽微な変更については、必ずしも届
け出を行う必要はない。
また、介護職員処遇改善計画は収入額・支出額等を各年度、見
直しをする必要があるため、各年毎に作成することが必要であ
る。
（平２４．３版　VOL２６７　問２３５）

　実績報告で賃金改善額が加算額を下回った場合、これま
での交付金と同様、返還する必要があるのか。

　加算の算定要件は、賃金改善額が加算による収入額を上回る
ことであり、加算による収入額を下回ることは想定されないが、仮
に加算による収入額を下回っている場合は、一時金や賞与として
支給されることが望ましい。
　なお、悪質な事例については、加算の算定要件を満たしていな
い不正請求として全額返還となる。（平２４．３版　VOL２６７　問２
３７）

　期限までに実績報告が行われない場合は、実施期間中の
当該加算は全額返還となるのか。

　加算の算定要件で実績報告を行うことしており、指定権者が実
績報告の提出を求める等の指導を行っているにも関わらず、実績
報告の提出を行わない場合は、加算の算定要件を満たしていな
い不正請求として全額返還となる。（平２４．３版　VOL２６７　問２
３８）

　通常、加算は実施した翌月以降に請求することとなる、４
月から加算を算定しようとする場合、３月中には介護職員処
遇改善計画書を作成して従業員に周知しなければならない
が、期間が短く対応ができないのではないか。

　平成24年度に交付金の承認を受けていた介護サービス事業所
等については、当該承認をもって、加算の算定要件を満たしたも
のとみなし、平成24年５月末までに、介護職員処遇改善計画書及
び計画書添付書類を都道府県知事等に届出をすることで算定を
可能とする経過措置を設定した。従って、この間に介護職員処遇
改善計画書を作成し、都道府県知事等に届け出ることが必要で
ある。（平２４．３版　VOL２６７　問２３９）
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⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

　加算は、事業所ごとに算定するため，介護職員処遇改善
加算の算定要件である介護職員処遇改善計画書や実績報
告書は，（法人単位ではなく）事業所ごとに提出する必要が
あるのか。

　加算は、事業所毎に算定をするため事業所毎の届出が原則と
なるが、介護サービス事業所等を複数有する介護サービス事業
者等（法人である場合に限る。）である場合や介護サービス事業
所等ごとの届出が実態に鑑み適当でない場合、介護職員処遇改
善計画書は、当該介護サービス事業者等が一括して作成するこ
とができる。また、同一の就業規則により運営されている場合に、
地域ごとや介護サービスごとに作成することができる。（平２４．３
版　VOL２６７　問２４０）

　介護職員処遇改善計画書を単独事業所で作成する場合
や同一県内の複数事業所を一括で作成する場合など、どの
様式で届け出ればよいか。

　介護職員処遇改善計画書は全ての事業所で作成（複数事業所
を一括で作成可能）する必要があり、複数事業所を一括で作成す
る場合、事業所の一覧（添付資料１）、都道府県状況一覧（添付
資料２）、市町村状況一覧（添付資料３）を添付することとしてい
る。
　単独の事業所で介護職員処遇改善計画書を作成する場合は、
添付書類は必要なく、同一県内の複数事業所を一括で作成する
場合は、事業所一覧（添付資料１）と市町村状況一覧（添付資料
３）が添付資料として必要になる。（平２４．３版　VOL２６７　問２４
１）

　介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基準額に反映
しないとありますが、利用料には反映されるのか。

　介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基準額の算定には含
まない。また、利用者には通常の介護報酬算出方式に基づき算
出した額の1割を請求することになる。（平２４．３版　VOL２６７　問
２４２）

　介護職員処遇改善加算の算定要件として，介護職員処遇
改善計画書や実績報告書を都道府県知事等に提出するこ
ととなっているが，当該要件を満たしていることを証するた
め，計画書や実績報告書の提出を受けた都道府県知事
は，（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「受理通
知」は送付しているがそれとは別途に）「受理通知」等を事
業所に送付する必要があるのか。

　加算の算定に係る事務を滞りなく行うために必要な事務につい
ては、他の加算同様に実施することが必要である。（平２４．３版
VOL２６７　問２４３）

　交付金事業では、賃金改善は複数の給与項目で実施でき
たが、加算においても同様の取り扱うのか。一時金で改善し
てもよいのか。

　介護職員処遇改善計画書には、増額若しくは新設した又はする
予定である給与の項目の種類（基本給、手当、賞与又は一時金
等）等を記載することとしているが、基本給で実施されることが望
ましい。（平２４．３版　VOL２６７　問２４５）

　交付金事業と同様に、賃金改善は常勤、非常勤等を問わ
ず、また、一部の介護職員を対象としないことは可能か。

　介護職員処遇改善加算の算定要件は、賃金改善に要する額が
加算による収入を上回ることであり、事業所（法人）全体での賃金
改善が要件を満たしていれば、一部の介護職員を対象としないこ
とは可能である。（平２４．３版　VOL２６７　問２４６）
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㉑

㉒

㉓

㉔

㉕

㉖

　平成２４年当初の特例で介護職員処遇改善交付金を受け
ていた事業所は、介護職員処遇改善加算ではどの様にみ
なされるのか。介護職員処遇改善交付金と要件を変更する
場合や加算の取得を辞退する場合はどの様な手続きが必
要か。

　平成２４年当初の特例については、介護職員処遇改善交付金
を受けている事業所については、平成２４年４月１日から下記の
加算を算定する事業所とみなすこととなる。ただし、平成２４年５
月末日までに届出に関する書類を指定権者に提出する必要があ
る。
　また、加算の要件を交付金の時と変更する場合や新規に加算
を取得する場合は、新規の届出が必要になり、加算の取得を辞
退する場合は、その旨の届出が必要である。

　　介護職員処遇改善交付金　　　　　　介護職員処遇改善加算
　　　　　１００％　　　　　　⇒　　　　　　加算（Ⅰ）
　　　　　　９０％　　　　　　⇒　　　　　　加算（Ⅱ）
　　　　　　８０％　　　　　　⇒　　　　　　加算（Ⅲ）
（平２４．３版　VOL２６７　問２４７）

　加算算定時に１単位未満の端数が生じた場合、どのよう
に取り扱うのか。また同様に、利用者負担の１円未満はど
のように取り扱うのか。

　通常の介護報酬における単位の計算と同等に、一単位未満の
端数を四捨五入し、現行の他の加算と同様になる。また、利用者
負担についても現行の他の加算と同様に、介護職員処遇改善加
算額から保険請求額等を減じた額となる。
※　なお、保険請求額は、１円未満の端数切り捨てにより算定す
る。
（平２４．３版　VOL２７３　問４１）

　介護報酬総単位数が区分支給限度基準額を超えた場
合、介護職員処遇改善加算はどのように算定するのか。

　介護職員処遇改善加算は、サービス別の介護報酬総単位数に
サービス別の加算率を乗じて算出する。
　その上で、利用者負担を算出する際には、まず介護報酬総単
位数が区分支給限度基準額を超えているか否かを確認した上で
超えている場合には、超過分と当該超過分に係る加算は保険給
付の対象外となる。（平２４．４版　VOL２８４　問１２）

　複数のサービスを利用し、区分支給限度基準額を超えた
場合、どのサービスを区分支給限度基準額超過の取扱いと
するのか。また、それは誰がどのように判断するのか。

　これまでの取扱いと同様に、いずれのサービスを区分支給限度
基準額超過の取扱いとしても構わない。また、ケアプラン作成時
に、ケアマネジャーがどのサービスを区分支給限度基準額超過と
するかについて判断する。（平２４．４版　VOL２８４　問１３）

　賃金改善実施期間は、加算の算定月数より短くすることは
可能か。

加算の算定月数と同じ月数とすること。（平２４．４版　VOL２８４
問１４）

　介護職員処遇改善交付金を受けておらず、平成24 年４月
から新規に介護職員処遇改善加算を算定する事業所につ
いて、国保連からの支払いは６月になるので、賃金改善実
施期間を６月からとすることは可能か。

　賃金改善実施期間は原則４月から翌年３月までの１年間とする
こととしているが、６月からの１年間として取扱うことも可能であ
る。（平２４．４版　VOL２８４　問１５）
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㉗

㉘

㉙

㉚

　介護職員処遇改善実績報告書の「介護職員処遇改善加
算総額」欄には保険請求分に係る加算総額を記載するの
か。

　保険請求分に係る加算額（利用者１割負担分を含む）と区分支
給限度基準額を超えたサービスに係る加算額を合算した額を記
載することとし、その内訳が分かるようにすること。（平２４．４版
VOL２８４　問１６）

　地域密着型サービスの市町村独自加算については、介護
従事者処遇改善加算の算定における介護報酬総単位数に
含めてよいか。

　介護報酬総単位数に含める取扱いとなる。（平２４．４版　VOL２
８４　問１７）

　職員1人当たり月額１万２千円相当の上乗せが行われるこ
ととなっており、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）が新設された
が、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）と介護職員処遇改善加算
（Ⅱ）を同時に取得することによって上乗せ分が得られるの
か、それとも新設の介護職員処遇改善加算（Ⅰ）のみを取
得すると上乗せ分も得られるのか。

　新設の介護職員処遇改善加算（以下「処遇改善加算」という。）
（Ⅰ）に設定されているサービスごとの加算率を１月当たりの総単
位数に乗じることにより、月額2万7千円相当の加算が得られる仕
組みとなっており、これまでに１万５千円相当の加算が得られる
区分を取得していた事業所・施設は、処遇改善加算（Ⅰ）のみを
取得することにより、月額１万２千円相当の上乗せ分が得られ
る。
　なお、処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅳ）については、いずれかの区分
で取得した場合、当該区分以外の処遇改善加算は取得できない
ことに留意すること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問３６）

　新設の介護職員処遇改善加算の（Ⅰ）と（Ⅱ）の算定要件
について、具体的な違いをご教授いただきたい。

キャリアパス要件については、
①　職位、職責、職務内容等に応じた任用等の要件と賃金体系を
定めること等（キャリアパス要件Ⅰ）
②　資質向上のための具体的な計画を策定し、研修の実施又は
研修の機会を確保していること等（キャリアパス要件Ⅱ）
があり、処遇改善加算（Ⅱ）については、キャリアパス要件Ⅰか
キャリアパス要件Ⅱのいずれかの要件を満たせば取得可能であ
るのに対して、処遇改善加算（Ⅰ）については、その両方の要件
を満たせば取得可能となる。
　また、職場環境等要件については、実施した処遇改善（賃金改
善を除く。）の内容を全ての介護職員に周知している必要があり、
処遇改善加算（Ⅱ）については、平成20年10月から実施した取組
が対象であるのに対して、処遇改善加算（Ⅰ）については、平成
27年４月から実施した取組が対象となる。
　なお、処遇改善加算（Ⅰ）の職場環境等要件について、平成27
年９月末までに届出を行う場合には、実施予定である処遇改善
（賃金改善を除く。）の内容を全ての介護職員に周知していること
をもって、要件を満たしたものとしている。（平２７．２　ＶＯＬ４７１
問３７）
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㉛

㉜

㉝

　事業者が加算の算定額に相当する介護職員の賃金改善
を実施する際、賃金改善の基準点はいつなのか。

　賃金改善は、加算を取得していない場合の賃金水準と、加算を
取得し実施される賃金水準の改善見込額との差分を用いて算定
されるものであり、比較対象となる加算を取得していない場合の
賃金水準とは、以下のとおりである。
　なお、加算を取得する月の属する年度の前年度に勤務実績の
ない介護職員については、その職員と同職であって、勤続年数等
が同等の職員の賃金水準と比較する。
○  平成26年度以前に加算を取得していた介護サービス事業者
等の介護職員の場合、次のいずれかの賃金水準
・加算を取得する直前の時期の賃金水準（介護職員処遇改善交
付金（以下「交付金」という。）を取得していた場合は、交付金によ
る賃金改善の部分を除く。）
・加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準（加算の
取得による賃金改善の部分を除く。)
○  平成26年度以前に加算を取得していない介護サービス事業
者等の介護職員の場合　加算を取得する月の属する年度の前年
度の賃金水準（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問３８）

　職場環境等要件（旧定量的要件）で求められる「賃金改善
以外の処遇改善への取組」とは、具体的にどのようなもの
か。
　また、処遇改善加算（Ⅰ）を取得するに当たって、平成27
年4月以前から継続して実施している処遇改善の内容を強
化・充実した場合は、算定要件を満たしたものと取り扱って
よいか。
　更に、過去に実施した賃金改善以外の処遇改善の取組
と、成27年4月以降に実施した賃金改善以外の取組は、届
出書の中でどのように判別するのか。

　職場環境等要件を満たすための具体的な事例は、平成27年３
月31日に発出された老発0331第34号の別紙様式２の（３）を参照
されたい。
　また、処遇改善加算（Ⅰ）を取得するに当たって平成27年４月か
ら実施した賃金改善以外の処遇改善の取組内容を記載する際
に、別紙様式２の（３）の項目について、平成20年10月から実施し
た当該取組内容と重複することは差し支えないが、別の取組であ
ることが分かるように記載すること。
　例えば、平成20年10月から実施した取組内容として、介護職員
の腰痛対策を含む負担軽減のための介護ロボットを導入し、平成
27年4月から実施した取組内容として、同様の目的でリフト等の介
護機器等を導入した場合、別紙様式２の（３）においては、同様に
「介護職員の腰痛対策を含む負担軽減のための介護ロボットやリ
フト等の介護機器等導入」にチェックすることになるが、それぞれ
が別の取組であり、平成27年4月から実施した新しい取組内容で
あることから、その他の欄にその旨が分かるように記載すること
等が考えられる。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問３９）

　一時金で処遇改善を行う場合、「一時金支給日まで在籍し
ている者のみに支給する（支給日前に退職した者には全く
支払われない）」という取扱いは可能か。

　処遇改善加算の算定要件は、賃金改善に要する額が処遇改善
加算による収入を上回ることであり、事業所（法人）全体での賃金
改善が要件を満たしていれば、一部の介護職員を対象としないこ
とは可能である。ただし、この場合を含め、事業者は、賃金改善
の対象者、支払いの時期、要件、賃金改善額等について、計画
書等に明記し、職員に周知すること。また、介護職員から加算に
係る賃金改善に関する照会があった場合は、当該職員について
の賃金改善の内容について書面を用いるなど分かりやすく説明
すること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問４０）
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㉞

㉟

㊱

㊲

㊳

　介護予防訪問介護と介護予防通所介護については、処遇
改善加算の対象サービスとなっているが、総合事業へ移行
した場合、処遇改善加算の取扱いはどのようになるのか。

　介護予防・日常生活支援総合事業に移行した場合には、保険
給付としての同加算は取得できない取扱いとなる。（平２７．２　Ｖ
ＯＬ４７１　問４１）

　処遇改善加算の算定要件である｢処遇改善加算の算定額
に相当する賃金改善｣に関して、下記の取組に要した費用
を賃金改善として計上して差し支えないか。
① 法人で受講を認めた研修に関する参加費や教材費等に
ついて、あらかじめ介護職員の賃金に上乗せして支給する
こと。
②研修に関する交通費について、あらかじめ介護職員に賃
金に上乗せして支給すること。
③  介護職員の健康診断費用や、外部から講師を招いて研
修を実施する際の費用を法人が肩代わりし、当該費用を介
護職員の賃金改善とすること。

　処遇改善加算を取得した介護サービス事業者等は、処遇改善
加算の算定額に相当する賃金改善の実施と併せて、キャリアパ
ス要件や職場環境等要件を満たす必要があるが、当該取組に要
する費用については、算定要件における賃金改善の実施に要す
る費用に含まれない。
　当該取組に要する費用以外であって、処遇改善加算の算定額
に相当する賃金改善を行うための具体的な方法については、労
使で適切に話し合った上で決定すること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１
問４２）

　平成26年度以前に処遇改善加算を取得していた介護サー
ビス事業者等の介護職員の賃金改善の基準点の１つに「加
算を取得する直前の時期の賃金水準（交付金を取得してい
た場合は、交付金による賃金改善の部分を除く。）」とある
が、直前の時期とは、具体的にいつまでを指すのか。交付
金を受けていた事業所については、交付金が取得可能とな
る前の平成21年９月以前の賃金水準を基準点とすることは
できるか。

　平成26年度以前に従来の処遇改善加算を取得していた介護
サービス事業者等で、交付金を受けていた事業所の介護職員の
賃金改善に当たっての「直前の時期の賃金水準」とは、平成24年
度介護報酬改定Q＆A(vol.１)（平成24年３月16日）処遇改善加算
の問223における取扱いと同様に、平成23年度の賃金水準（交付
金を取得していた場合は、交付金による賃金改善の部分を除
く。）をいう。したがって、平成24年度介護報酬改定における取扱
いと同様に、交付金が取得可能となる前の平成21年９月以前の
賃金水準を賃金改善の基準点とすることはできない。(平２７．２
ＶＯＬ４７１　問４３）

　平成26年度以前に従来の処遇改善加算を取得した際、職
場環境等要件（旧定量的要件）について、２つ以上の取組を
実施した旨を申請していた場合、今般、新しい処遇改善加
算を取得するに当たって、平成27年４月から実施した処遇
改善（賃金改善を除く。）の内容を全ての介護職員に対し
て、新たに周知する必要があるのか。

　職場環境等要件（旧定量的要件）について、２つ以上の取組を
実施した旨を過去に申請していたとしても、あくまでも従来の処遇
改善加算を取得するに当たっての申請内容であることから、今
般、新しい処遇改善加算を取得するに当たっては、平成27年４月
から実施した処遇改善（賃金改善を除く。）の内容を全ての介護
職員に対して、新たに周知する必要がある。
　なお、その取組内容を記載する際に、別紙様式２の（３）の項目
の上で、平成20年10月から実施した当該取組内容と重複すること
は差し支えないが、別の取組であることが分かるように記載する
こと。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問４４）

　職場環境等要件について、「資質の向上」、「労働環境・処
遇の改善」、「その他」といったカテゴリー別に例示が挙げら
れているが、処遇改善加算を取得するに当たっては、各カ
テゴリーにおいて１つ以上の取組を実施する必要があるの
か。

　あくまでも例示を分類したものであり、例示全体を参考とし、選
択したキャリアパスに関する要件と明らかに重複する事項でない
ものを１つ以上実施すること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問４５）
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　平成27年度に処遇改善加算を取得するに当たって、賃金
改善に係る比較時点として、平成26年度の賃金水準と比較
する場合であって、平成26年度中に定期昇給が行われた場
合、前年度となる平成26年度の賃金水準については、定期
昇給前の賃金水準となるのか、定期昇給後の賃金水準とな
るのか、又は年度平均の賃金水準になるのか。

　前年度の賃金水準とは、前年度に介護職員に支給した賃金総
額や、前年度の介護職員一人当たりの賃金月額である。（平２７．
２　ＶＯＬ４７１　問４６）

　今般、処遇改善加算を新しく取得するに当たって、処遇改
善加算の算定額に相当する賃金改善分について、以下の
内容を充てることを労使で合意した場合、算定要件にある
当該賃金改善分とすることは差し支えないか。
①　過去に自主的に実施した賃金改善分
②  通常の定期昇給等によって実施された賃金改善分

　賃金改善は、加算を取得していない場合の賃金水準と、加算を
取得し実施される賃金水準の改善見込額との差分を用いて算定
されるものであり、比較対象となる加算を取得していない場合の
賃金水準とは、 平成26年度以前に加算を取得していた介護サー
ビス事業者等の介護職員の場合、次のいずれかの賃金水準とし
ている。
・加算を取得する直前の時期の賃金水準（交付金を取得していた
場合は、交付金による賃金改善の部分を除く。）
・加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準（加算の
取得による賃金改善の部分を除く。)
　したがって、比較対象となる加算を取得していない場合の賃金
水準と比較して、賃金改善が行われていることが算定要件として
必要なものであり、賃金改善の方法の一つとして、当該賃金改善
分に、過去に自主的に実施した賃金改善分や、定期昇給等によ
る賃金改善分を含むことはできる。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問４７）

　平成27年度以降に処遇改善加算を取得するに当たって、
賃金改善の見込額を算定するために必要な「加算を取得し
ていない場合の賃金の総額」の時点については、どのような
取扱いとなるのか。

賃金改善に係る比較時点に関して、加算を取得していない場合
の賃金水準とは、平成26年度以前に処遇改善加算を取得してい
た場合、以下のいずれかの賃金水準となる。
・処遇改善加算を取得する直前の時期の賃金水準（交付金を取
得していた場合は、交付金による賃金改善の部分を除く。）
・処遇改善加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準
（加算の取得による賃金改善の部分を除く。)
　平成26年度以前に処遇改善加算を取得していない場合は、処
遇改善加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準とな
る。
　また、事務の簡素化の観点から、平成27年３月31日に発出され
た老発0331第34号の２(３)①ロのただし書きによる簡素な計算方
法により処遇改善加算（Ⅰ）を取得する場合の「加算を取得してい
ない場合の賃金の総額」は、処遇改善加算（Ⅰ）を初めて取得す
る月の属する年度の前年度の賃金の総額であって、従来の処遇
改善加算（Ⅰ）を取得し実施された賃金の総額となる。
　このため、例えば、従来の処遇改善加算（Ⅰ）を取得していた場
合であって、平成27年度に処遇改善加算（Ⅰ）を初めて取得し、
上記のような簡素な計算方法によって、平成28年度も引き続き処
遇改善加算（Ⅰ）を取得するに当たっての「加算を取得していない
場合の賃金の総額」の時点は、平成26年度の賃金の総額とな
る。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問４８）
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介護職員が派遣労働者の場合であっても、処遇改善加算
の対象となるのか。

介護職員であれば派遣労働者であっても、処遇改善加算の対象
とすることは可能であり、賃金改善を行う方法等について派遣元
と相談した上で、介護職員処遇改善計画書や介護職員処遇改善
実績報告書について、対象とする派遣労働者を含めて作成する
こと。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問４９）

　平成27年度から新たに介護サービス事業所・施設を開設
する場合も処遇改善加算の取得は可能か。

　新規事業所・施設についても、加算の取得は可能である。この
場合において、介護職員処遇改善計画書には、処遇改善加算を
取得していない場合の賃金水準からの賃金改善額や、賃金改善
を行う方法等について明確にすることが必要である。
　なお、方法は就業規則、雇用契約書等に記載する方法が考え
られる。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問５０）

　介護職員処遇改善加算の届出は毎年必要か。平成２７年
度に加算を算定しており、平成２８年度にも加算を算定する
場合、再度届け出る必要があるのか。

　介護職員処遇改善加算を算定しようとする事業所が前年度も加
算を算定している場合、介護職員処遇改善計画書は毎年提出す
る必要があるが、既に提出された計画書添付書類については、
その内容に変更（加算取得に影響のない軽微な変更を含む）が
ない場合は、その提出を省略させることができる。（平２７．２
VOL４７１　問５１）

　従来の処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）については、改正後に
は処遇改善加算（Ⅱ）～（Ⅳ）となるが、既存の届出内容に
変更点がない場合であっても、介護給付費算定に係る介護
給付費算定等体制届出書の提出は必須か。

　介護給付費算定に係る体制状況一覧については、その内容に
変更がある場合は届出が必要になるが、各自治体の判断におい
て対応が可能であれば、届出書は不要として差し支えない。（平２
７．２版　ＶＯＬ４７１　問５２）

　処遇改善加算（Ⅰ）の算定要件に、「平成27年4月から（２）
の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員の
処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること」と
あり、処遇改善加算（Ⅰ）は平成27年4月から算定できない
のか。

　処遇改善加算（Ⅰ）の職場環境等要件について、平成27年９月
末までに届出を行う場合には、実施予定である処遇改善（賃金改
善を除く。）の内容を全ての介護職員に周知していることをもっ
て、要件を満たしたものとしている。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問５
３）
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　処遇改善加算は、平成27年３月31日に発出された老発0331第
34号の２（２）②の賃金改善に係る比較時点の考え方や、２（３）①
ロのただし書きによる簡素な計算方法の比較時点の考え方に基
づき、各事業所・施設が選択した「処遇改善加算を取得していな
い場合の賃金水準」と比較し、処遇改善加算の算定額に相当す
る賃金改善の実施を求めるものであり、当該賃金改善が実施さ
れない場合は、特別事情届出書の提出が必要である。（平２７．２
ＶＯＬ４７１　問５７）

　これまでに処遇改善加算を取得していない事業所・施設も
含め、平成27年４月から処遇改善加算を取得するに当たっ
て、介護職員処遇改善計画書や介護給付費算定に係る体
制状況一覧の必要な書類の提出期限はいつ頃までなの
か。

　平成27年４月から処遇改善加算を取得しようとする介護サービ
ス事業者等は、４月15日までに介護職員処遇改善計画書の案や
介護給付費算定に係る体制等に関する届出を都道府県知事等
に提出し、４月末までに確定した介護職員処遇改善計画書及び
計画書添付書類を提出する必要がある。（平２７．２　ＶＯＬ４７１
問５４）

　処遇改善加算に係る届出において、平成26年度まで処遇
改善加算を取得していた事業所については、一部添付書類
（就業規則等）の省略を行ってよいか。

　前年度に処遇改善加算を算定している場合であって、既に提出
された計画書添付書類に関する事項に変更がない場合は、各自
治体の判断により、その提出を省略して差し支えない。（平２７．２
ＶＯＬ４７１　問５５）

　基本給は改善しているが、賞与を引き下げることで、あら
かじめ設定した賃金改善実施期間の介護職員の賃金が引
き下げられた場合の取扱いはどうなるのか。その際には、ど
のような資料の提出が必要となるのか。

　処遇改善加算を用いて賃金改善を行うために一部の賃金項目
を引き上げた場合であっても、事業の継続を図るために、賃金改
善実施期間の賃金が引き下げられた場合については、特別事情
届出書を届け出る必要がある。
なお、介護職員の賃金水準を引き下げた後、その要因である特
別な状況が改善した場合には、可能な限り速やかに介護職員の
賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要がある。
　　また、その際の特別事情届出書は、以下の内容が把握可能と
なっている必要がある。
　・処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の
収支（介護事業による収支に限る。）について、サービス利用者数
の大幅な減少等により経営が悪化し、一定期間にわたって収支
が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示
す内容
・介護職員の賃金水準の引下げの内容
・当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み
・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の
合意を得ていること等
の必要な手続きを行った旨
（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問５６）

　賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合であって
も、加算の算定額以上の賃金改善が実施されていれば、特
別事情届出書は提出しなくてもよいのか。
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　一部の職員の賃金水準を引き下げた場合であっても、事業所・
施設の介護職員全体の賃金水準が低下していない場合は、特別
事情届出書を提出する必要はない。
　ただし、事業者は一部の職員の賃金水準を引き下げた合理的
な理由について労働者にしっかりと説明した上で、適切に労使合
意を得ること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問５８）

　法人の業績不振に伴い業績連動型の賞与や手当が減額
された結果、賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場
合、特別事情届出書の提出は必要なのか。

　事業の継続を図るために特別事情届出書を提出した場合を除
き、賃金水準を低下させてはならないため、業績連動型の賞与や
手当が減額された結果、賃金改善実施期間の賃金が引き下げら
れた場合、特別事情届出書の提出が必要である。（平２７．２　Ｖ
ＯＬ４７１　問５９）

　事業の継続が可能にもかかわらず経営の効率化を図ると
いった理由や、介護報酬改定の影響のみを理由として、特
別事情届出書を届け出ることが可能か。

　特別事情届出書による取扱いについては、事業の継続を図る
ために認められた例外的な取扱いであることから、事業の継続が
可能にもかかわらず経営の効率化を図るといった理由で、介護職
員の賃金水準を引き下げることはできない。
　　また、特別事情届出書による取扱いの可否については、介護
報酬改定のみをもって一律に判断されるものではなく、法人の経
営が悪化していること等の以下の内容が適切に把握可能となっ
ている必要がある。
・処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の
収支（介護事業による収支に限る。）について、サービス利用者数
の大幅な減少等により経営が悪化し、一定期間にわたって収支
が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示
す内容
・介護職員の賃金水準の引下げの内容
・当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み
・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の
合意を得ていること等の必要な手続きを行った旨（平２７．２　ＶＯ
Ｌ４７１　問６０）

　特別事情届出書を届け出ることにより、事業の継続を図るため
に、介護職員の賃金水準（加算による賃金改善分を除く。）を引き
下げた上で賃金改善を行うことが可能であるが、介護職員の賃
金水準を引き下げた後、その要因である特別な状況が改善した
場合には、可能な限り速やかに介護職員の賃金水準を引下げ前
の水準に戻す必要があることから、本取扱いについては、あくま
でも一時的な対応といった位置付けのものである。
したがって、新しい処遇改善加算を取得するに当たってあらかじ
め特別事情届出書を提出するものではなく、特別な事情により介
護職員処遇改善計画書に規定した賃金改善を実施することが困
難と判明した、又はその蓋然性が高いと見込まれた時点で、当該
届出書を提出すること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問６１）

　一部の職員の賃金水準を引き下げたが、一部の職員の賃
金水準を引き上げた結果、事業所・施設の介護職員全体の
賃金水準は低下していない場合、特別事情届出書の提出
はしなくてよいか。

　新しい処遇改善加算を取得するに当たってあらかじめ特
別事情届出書を提出し、事業の継続を図るために、介護職
員の賃金水準（加算による賃金改善分を除く。）を引き下げ
た上で賃金改善を行う予定であっても、当該加算の取得は
可能なのか。
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57

　特別事情届出書を提出し、介護職員の賃金水準（加算に
よる賃金改善分を除く。）を引き下げた上で賃金改善を行う
場合、賃金水準の引下げに当たっての比較時点はいつにな
るのか。

　平成27年３月31日に発出された老発0331第34号の２（２）②の
賃金改善に係る比較時点の考え方や、２（３）①ロのただし書きに
よる簡素な計算方法の比較時点の考え方に基づき、各事業所・
施設が選択した「処遇改善加算を取得していない場合の賃金水
準」と比較すること。（平２７．２　ＶＯＬ４７１　問６２）

処遇改善計画書及び実績報告書において基準額１、２（前
年度の（介護職員の）賃金の総額）及び基準額３（グループ
別の前年度の平均賃金額）の欄が設けられているが、実績
報告書の提出時において、基準額１、２及び３に変更の必
要が生じた場合について、どのように対応すればよいか。

① 前年度の賃金の総額（基準額１、２）について職員構成や賃金
改善実施期間等が変わることにより、修正が必要となった場合
当該年度において、勤続年数が長い職員が退職し、職員を新規
採用したこと等により、前年度と職員構成等が変わった場合や賃
金改善実施期間が処遇改善計画書策定時点と変わった場合等
に、処遇改善計画書に記載した前年度の賃金の総額が、②と比
較するに当たっての基準額として適切ではなくなる場合がある。
通常は、処遇改善計画書の変更の届出を行い、基準額１、２の額
を推計することにより修正することとなるが、この場合は、実績報
告書の提出時において、変更前後の基準額と合理的な変更理由
を説明することで差し支えない。（令和２年度実績報告書において
は、説明方法は問わないが、令和３年度においては、「介護職員
処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本
的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令
和３年３月16 日老発0316 第４号）でお示しした実績報告書（様式
３－１）の「⑥その他」に記載されたい。）なお、これは、基準額３に
ついても同様であるとともに、推計方法は、令和３年度介護報酬
改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月19 日）問22 を参考にさ
れたい。
② 処遇改善加算又は特定加算による賃金改善を含めた当該年
度の賃金の総額について経営状況等が変わった場合サービス利
用者数の減少などにより経営が悪化し、一定期間収支が赤字で
ある、資金繰りに支障が生じる等の状況により、賃金水準を引き
下げざるを得ない場合は、特別事情届出書を届け出ることで、計
画書策定時点と比較し「加算の算定により賃金改善を行った賃金
の総額」が減少し、実績報告書において賃金改善所要額が加算
総額を下回ることも差し支えない。なお、賃金水準を引き下げた
要因である特別な状況が改善した場合には、平成27 年度介護報
酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（平成27 年４月30 日）問56 のとお
り、可能な限り速やかに賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要
があること。
　（令和３年度　VOL993　問１）

実績報告書別紙様式３－２において、処遇改善加算の「本
年度の加算の総額」のグ
ループ別内訳を記載することとされているが、どのような記
載が可能か。

記載に当たっては、原則として、各グループに実際の配分された
額の記載を求めているが、処遇改善加算について、経験・技能の
ある介護職員（Ａ）と他の介護職員（Ｂ）で区別せず配分しており、
この内訳が詳細に把握できない場合には、（Ａ）（Ｂ）間の人数比
等により推計し記載することも可能であること。 なお、特定加算を
算定していない事業所については、別紙様式３－２の処遇改善加
算のグループ別内訳の欄の記載は不要である。
　（令和３年度　VOL993　問２）
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実績報告書別紙様式３－１及び３－２に記載する本年度の
賃金の総額及び本年度の加算の総額について、賃金改善
実施期間を４月から翌年３月までの期間以外で設定してい
る事業所においては、事業所ごとの賃金改善実施期間にお
いて支払われた賃金の総額及び加算の総額を記載するこ
とが可能か。また、法人で一括して処遇改善計画書及び実
績報告書を作成している法人において、事業所ごとに賃金
改善実施期間が異なる場合等、賃金改善実施期間を変更
することは可能か。

実績報告書において、事業所ごとの賃金改善実施期間において
支払われた賃金の総額及び加算の総額を記載することが可能で
ある。 事業所毎の状況を記載するに当たり、例えば、賃金改善実
施期間については、合理的な理由がある場合に変更することも可
能であり、令和２年度は令和２年７月～令和３年６月を賃金改善
実施期間として設定していた事業者が、令和３年度から令和３年
４月～令和４年３月に変更しようとする場合、令和２年度の処遇改
善計画書の賃金改善実施期間を変更する届出を行い、令和２年
７月～令和３年３月の９ヵ月に短縮することも考えられること。な
お、計算方法としては、例えば以下の方法が想定されること。
- 基準額１・２については、原則として、「加算を取得する前年の１
月から12 月までの12 か月間の（介護職員の）賃金の総額」を記
入することとしているが、この場合、「加算を取得する前年の１月
から12 月までの12 か月間の（介護職員の）賃金の総額」から12
を除して、変更した期間（上記の場合は９か月間）の月数を掛け
て得られた額を記載することとし、
- 処遇改善計画書別紙様式２－１の（１）④ⅱ）(イ)及び(ウ)、（２）
⑥ⅱ）(イ) 及び(ウ)については、原則として、都道府県国民健康保
険団体連合会から通知される「介護職員処遇改善加算等総額の
お知らせ」に基づき記載することとしているが、この場合、12 か月
間の加算の総額から12 を除して、変更した期間（上記の場合は９
か月間）の月数を掛けて得られた額を記載することとする。
　（令和３年度　VOL993　問４）

独自の賃金改善を実施した事業所において、実績報告書別
紙様式３－１及び３－２における賃金改善所要額、グループ
ごとの平均賃金改善額等について、独自の賃金改善につい
てどのような記載すればよいか。

原則、特定加算による賃金改善分について配分ルールを満たし
ていることが必要。そのため、特定加算の配分ルールを計算する
際は、別紙様式３－１において賃金改善所要額に独自の改善額
を含めず、特定加算のみによる賃金改善額を記載することが可
能であり、別紙様式３－２においては、
－ 本年度の賃金の総額の欄に、独自の賃金改善額を控除した
額を記載するか
－ 本年度の加算の総額の欄に、独自の賃金改善額を含む額を
記載することが可能。
なお、別紙様式３－１において賃金改善所要額に独自の改善を
含んだ額を記載することを妨げるものではない。また、処遇改善
計画書の作成時においては、特定加算の平均の賃金改善額の
配分ルールを満たしており、事業所としても適切な配分を予定し
ていたものの、職員の急な退職や独自の賃金改善の実施等によ
りやむを得ず、各グループに対して計画書通りの賃金改善を行う
ことができなくなった結果、配分ルールを満たすことができなかっ
た場合については、令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ
（Vol.１）（令和３年３月19 日）問24 も参照されたい。
　（令和３年度　VOL993　問３）
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介護職員等特定処遇改善加
算（Ⅱ）

〇 加算 ２４／１０００
【報酬告示】別表３ ホ
　厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認
知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合
　ただし、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）を算定している場合においては、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）は算定しない。

【大臣基準告示】５３の２（４８の２を準用）　ロ
　認知症対応型通所介護費における介護職員等特定処遇改善加算の基準
　イ(1)から(4)まで及び(6)から(8)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。

介護職員等特定処遇改善加
算（Ⅰ）

〇 加算 ３１／１０００
【報酬告示】別表３ ホ
　厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た単独型・併設型指定認
知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合
　ただし、介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）を算定している場合においては、介護職員処遇改善加算（Ⅱ）は算定しない。

【大臣基準告示】５３の２（４８の２を準用）　イ
　認知症対応型通所介護費における介護職員等特定処遇改善加算の基準
　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(1)　介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等
特定処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。
(一)　経験・技能のある介護職員のうち一人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額８万円以上又は賃金改善後の賃金の見込額が年額４
４０万円以上であること。ただし、介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難で
ある場合はこの限りでないこと。
(二)　認知症対応型通所介護事業所における経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護職員(経験・技能の
ある介護職員を除く。)の賃金改善に要する費用の見込額の平均を上回っていること。
(三)　介護職員(経験・技能のある介護職員を除く。)の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護職員以外の職員の賃金改善に要する費
用の見込額の平均の二倍以上であること。ただし、介護職員以外の職員の平均賃金額が介護職員(経験・技能のある介護職員を除く。)の平均
賃金額を上回らない場合はその限りでないこと。
(四)　介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円を上回らないこと。
(2)　当該認知症対応型通所介護事業所において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業所の職
員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等特定処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、市町村長に届け出ていること。
(3)　介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当
該事業の継続を図るために当該事業所の職員の賃金水準(本加算による賃金改善分を除く。)を見直すことはやむを得ないが、その内容につい
て市町村長に届け出ること。
(4)　当該認知症対応型通所介護事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績を市町村長に報告すること。
(5)　認知症対応型通所介護費におけるサービス提供体制強化加算(Ⅰ）又は(Ⅱ）のいずれかを届け出ていること。
(6)　認知症対応型通所介護費における介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること。
(7)　⑵の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容(賃金改善に関するものを除く。以下この号において同じ。)及び当該職
員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知していること。
(8)　(7)の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表していること。
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〇

【Q&A】

①

②

　介護職員等ベースアップ等支援加算 の取扱いは介護職
員処遇改善 支援 補助金の 取扱いに倣えばよいか 。

貴見のとおり。
介護職員等ベースアップ等支援加算の取扱いについては、 介護
職員処遇改善支援補助金に関するＱ＆Ａ v ol. １～４）を参照する
こと。（令和５年度　VOL1　問１）

　介護職員等ベースアップ等支援加算について、加算額 以
上の 賃金改善を実施しているものの、結果として、基本給
又は決まって毎月支払われる手当による賃金改善額が、全
体の賃金改善額の三分の二以上にならなかった場合、加算
額を返還させる必要はあるか。

介護職員等ベースアップ等支援加算（以下「ベア加算」という。）に
ついては、加算額以上の賃金改善の実施に加えて、 厚生労働大
臣が定める基準（平成 27 年厚生労働大臣告示第95 号）におい
て、介護職員及びその他の職員のそれぞれについて、賃金改善
に要する費用の額の三分の二以上を基本給又は決まって毎月支
払われる手当（以下「ベースアップ等」という。）に充てる賃金改善
計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じることを要件
としている。このため、加算額 以上の 賃金改善を実施しているも
のの、 利用者数の増加等によりベア加算の加算額が賃金改善
計画で想定していた額を上回り、ベースアップ等 による賃金改善
額が 、全体の 賃金改善額の三分の二以上にな らなかった場合
には、速やかに賃金規程を改定しベースアップ等の増額を図るべ
きであり、こうした措置が図られなかった場合、原則として、ベア
加算の要件を満たさ ないため 、 加算額の 全額返還が必要と考
えられる。ただし、賃金改善期間の終盤に、予見できない事情で
ベア加算の加算額が賃金改善計画書で想定していた額を上回
り、賃金規程の改定によるベースアップ等の増額が間に合わな
かったなど、合理的な事情が認められる場合は、この限りではな
い。この場合、翌年度以降、同様の事態が生じないよう、賃金改
善計画を立てる段階で、ベースアップ等による賃金改善見込額
が、全体の賃金改善見込額の三分の二を大きく超えるよう設定す
ることが適当である。なお、いずれの場合であっても、加算額以上
の賃金改善が実施されることは必要である。（令和５年度　VOL2
問１）

Ｑ Ａ

介護職員等ベースアップ等
支援加算

加算 ２３／１００0 厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして都道府
県知事に届出た指定訪問介護事業所が、利用者に対し、指定訪問介護を行った場合。
＜平成２７年厚生労働省告示第９５号４の３＞
イ　介護職員その他の職員の賃金改善について、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等ベースアップ等支援加算の算定見込額を上
回り、かつ、介護職員及びその他の職員のそれぞれについて賃金改善に要する費用の見込額の三分の二以上を基本給又は決まって毎月支
払われる手当に充てる賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。
ホ　訪問介護費における介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること。

介護職員等ベースアップ等
支援加算 Q&A
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